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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

売上高 (百万円) 13,072 11,457 13,032 47,147 52,903

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △353 85 217 587 883

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △359 226 287 15 4

純資産額 (百万円) 2,672 2,828 6,839 9,168 8,932

総資産額 (百万円) 16,952 12,064 32,586 37,635 38,813

１株当たり純資産額 (円) 209.58 221.83 221.75 221.65 221.60

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △28.21 17.75 10.85 0.41 0.12

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 15.8 23.4 20.9 23.2 21.8

自己資本利益率 (％) ― 8.2 5.9 0.2 0.1

株価収益率 (倍) ― 21.6 32.4 331.7 633.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △467 604 128 1,451 △258

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 491 742 △1,489 9 257

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 792 △3,296 2,725 1,596 △124

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 2,603 654 4,694 7,756 7,618

従業員数 (名) 336 240 554 544 544

(注) １　売上高には、消費税等を含んでおりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、第63期は潜在株式がないため、第62期は１株当

たり当期純損失であり、かつ、潜在株式がないため、第64期、第65期及び第66期は希薄化効果を有している

潜在株式がないため、それぞれ記載しておりません。

３　第62期の自己資本利益率及び株価収益率につきましては、当期純損失が計上されているため記載してお

りません。

４　従業員数は、就業人員を記載しております。

５　第64期につきましては、同期に連結子会社化した日本建設株式会社の売上高、経常損益、当期純損益は含

めておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

売上高 (百万円) 12,863 11,266 12,586 13,179 13,374

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △361 12 225 173 162

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △338 168 104 160 △26

資本金 (百万円) 1,150 1,150 3,062 4,079 4,079

発行済株式総数 (千株) 12,760 12,760 30,775 39,465 39,465

純資産額 (百万円) 2,673 2,772 6,578 8,686 8,423

総資産額 (百万円) 15,676 10,845 14,800 16,498 17,001

１株当たり純資産額 (円) 209.65 217.47 213.85 219.85 220.02

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
3.00
(－)

3.00
(－)

3.00
(－)

3.00
(－)

3.00
(－)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △26.54 13.22 3.96 4.31 △0.69

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 17.1 25.6 44.5 52.6 49.4

自己資本利益率 (％) ― 6.2 2.2 2.1 ―

株価収益率 (倍) ― 29.0 88.8 31.6 ―

配当性向 (％) ― 22.7 75.8 69.6 ―

従業員数 (名) 307 199 206 188 178

(注) １　売上高には、消費税等を含んでおりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、第62期は１株当たり当期純損失であり、かつ、潜

在株式がないため、第63期は潜在株式がないため、第64期及び第65期は希薄化効果を有している潜在株式

がないため、第66期は１株当たり当期純損失であり、かつ、希薄化効果を有している潜在株式がないため、

それぞれ記載しておりません。

３　第62期及び第66期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向につきましては、当期純損失が計上され

ているため記載しておりません。

４　従業員数は、就業人員を記載しております。
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２ 【沿革】

昭和21年10月、木村又左衛門が土木建築請負及び建築材料の販売を主な目的として、資本金18万円

で当社を兵庫県武庫郡(現兵庫県神戸市)に設立したのに始まります。

以後、わが国初の推進工法による管埋設工事の成功を背景に各地で同法による管埋設工事を施工し

てまいりました。昭和59年８月には国際コンクリート株式会社と合併、事業分野をプレストレストコ

ンクリート(以下ＰＣと称します)工法による橋梁・タンクの築造にまで土木工事部門を拡大しまし

た。平成18年３月に民間建築を主体とする日本建設株式会社を子会社化し建築工事部門への本格参入

と、平成18年５月に台湾機動建設工程股?有限公司（海外子会社）を設立して海外での建設事業にも

進出を果たしました。

なお、平成20年７月に株式移転により、持株会社となる日本インテグランドホールディングス株式

会社を設立し、当社は同社の完全子会社となっており、今日に至っております。

設立後の主な変遷は次の通りであります。

事業の展開 事業の変遷

昭和24年９月 建設業法により建設大臣登録(イ)第19号の登録完了

昭和28年６月 東京事務所を開設（現関東支店）

昭和30年２月 名古屋事務所を開設（現名古屋支店）

昭和33年11月 本店所在地を移転(現本店)

昭和38年９月 広島事務所を開設（現広島支店）

昭和38年９月 金沢事務所を開設（現北陸支店）

昭和39年５月 大阪事務所を開設（現関西支店）

昭和39年11月 仙台事務所を開設（現東北支店）

昭和41年９月 高松事務所を開設（現四国支店）

昭和41年11月 札幌事務所を開設（現札幌支店）

昭和49年３月 建設業法の改正により、特定建設業者として建設大臣許可(特－48)第3481号を取得

昭和49年10月 昭和機工株式会社設立

昭和51年６月 福岡事務所を開設（現九州支店）

昭和53年５月 新潟事務所を開設（現新潟支店）

昭和56年１月 山陰事務所を開設（現山陰支店）

昭和59年８月 国際コンクリート株式会社と合併

平成元年３月 機動不動産株式会社と合併

平成５年10月 株式会社機動技研設立(現連結子会社)

平成８年３月 当社株式を大阪証券取引所市場第二部に上場

平成12年２月 国際エンジニアリング株式会社設立(現連結子会社)

平成14年10月 全社「ISO9001:2000年版」認証を取得

平成16年５月 新昭和機工株式会社を分社型分割にて設立

平成17年９月 東京本社を開設

平成17年９月 機動ファイナンス株式会社設立

平成17年10月 　有限会社Ｋキャピタルワン設立

平成18年３月 　日本建設株式会社の子会社化（現連結子会社）

平成18年５月 地下技研株式会社の子会社化（現連結子会社）
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事業の展開 事業の変遷

平成18年５月 台湾機動建設工程股?有限公司設立(現連結子会社)

平成18年11月 昭和機工株式会社及び新昭和機工株式会社を吸収合併

平成20年６月 完全親会社設立に伴い、大阪証券取引所において上場廃止

平成20年７月 株式移転により、日本インテグランドホールディングス株式会社を設立

  同社が大阪証券取引所市場第二部に上場
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社および連結子会社５社で構成され、建設事業を主な事業内容とし、その他に

不動産事業およびこれに附帯する事業、金融・投資事業を行っております。当社グループの事業に係

る位置付けおよび事業別セグメントの関連は次のとおりであります。

 

(1) 建設事業

当社は、推進工事、ＰＣ工事（橋梁・タンク）を主とした土木工事を営んでおります。日本建設

㈱は、商業ビル、工場、倉庫、店舗、集合住宅および個人住宅など様々な建築物の新築工事、リニュー

アル工事等の民間建築主体の建築工事を営んでおります。国際エンジニアリング㈱、㈱機動技研、地

下技研㈱、台湾機動建設工程股?有限公司は、土木工事および関連業務を営んでおり、当社は工事の

一部を受発注しております。

(2) 不動産事業

当社は、不動産事業を営んでおり、不動産の売買、賃貸、仲介業務等を営んでおります。

(3) 金融・投資事業

当社は、金融・投資事業を営んでおり、有価証券の運用、管理を営んでおります。

 

事業の系統図は次のとおりであります。

(注)　平成20年４月25日開催の臨時株主総会において、株式移転により完全親会社となる「日本インテグラ

ンドホールディングス株式会社」を設立することを決議いたしました。

よって、当社は、平成20年６月25日に上場廃止となり、平成20年７月１日をもって持株会社となる

「日本インテグランドホールディングス株式会社」が上場承認され、当社はその完全子会社となって

おります。

また、平成20年７月１日の取締役会において、持株会社体制の更なる整備に向け、当社を分割会社と

し、「日本インテグランドホールディングス株式会社」を承継会社とする「吸収分割契約」の締結を

行っております。

　　その詳細につきましては、「第２　事業の状況　５　経営上の重要な契約等」をご参照下さい。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な
事業の内容

議決権の
所有（被所
有）割合
(％)

関係内容

（連結子会社）          

日本建設株式会社 大阪市中央区 500建設事業 62.2役員の兼務…有

国際エンジニアリング
株式会社

大阪市福島区 60建設事業 100

当社のグループ会社の建設
事業において施工協力してお
ります。
役員の兼務…有

株式会社機動技研 大阪市福島区 40建設事業 100

当社のグループ会社の建設
事業において施工協力してお
ります。
役員の兼務…有

地下技研株式会社 名古屋市名東区 47建設事業 84.0

当社のグループ会社の建設
事業において施工協力してお
ります。
役員の兼務…有

台湾機動建設工程股?
有限公司

台北（台湾）
34百万元

(121百万円)
建設事業 88.8

当社のグループ会社の建設
事業において施工協力してお
ります。
役員の兼務…有

（その他の関係会社）          
シーエルエスエー　
サンライズ　キャピタ
ル，エル．ピー

CAYMAN ISLANDS349百万US$投資事業 (32.14)役員の受入…有

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　連結子会社で有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

３　上記連結子会社のうち、日本建設株式会社は特定子会社であります。

４　地下技研株式会社は債務超過会社であります。

５　非連結子会社は４社であります。

６　平成20年７月１日に、株式移転により、純粋持株会社「日本インテグランドホールディングス㈱」を設

立し、同日付にて、当社は同社の完全子会社となりました。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

(平成20年５月31日現在
)

事業の種類別セグメントの名称   従業員数(名)  

建設事業

  544  不動産事業

金融・投資事業

計   544  

(注) １　従業員数は顧問等７名、パートタイマー11名を除いた就業人員であります。

２　当社グループは、同一の従業員が複数の事業に従事しております。

 

(2) 提出会社の状況

(平成20年５月31日現在
)

従業員数(名) 平均年令(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

178 42.3 15.1 4,715

(注) １　従業員数は顧問５名、出向者９名、パートタイマー３名を除いた就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、円満な労使関係を維持しており、特記すべき事項はありま

せん。

 

EDINET提出書類

機動建設工業株式会社(E00274)

有価証券報告書

  8/111



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国のサブプライム問題、原油価格の高騰、株価の低迷や

円高の進行など下振れ懸念が高まり、特に、年明け以降、景気の先行きには不透明感が増してまいり

ました。

当社グループの主要事業分野である建設業界におきましては、官公庁工事につきましては減少傾

向が続き、民間工事に関しましても改正建築基準法施行に伴う影響をはじめ、住宅着工需要も減少

に転じるなど、減速感を強めており、受注環境はより一層厳しさを増す中、建設コストも上昇傾向を

続けるなど、経営環境は一段と厳しい状況となりました。

この様な経営環境の下、当社グループにおいては、採算性を重視した受注活動を徹底するととも

に、原価・経費削減等にも全社をあげて取り組んでまいりました。

以上の結果、当社グループの当連結会計年度の業績につきましては、売上高は529億３百万円と前

年比12.2％増の増収となりました。

利益につきましては、増収効果に加え、原価・固定費管理の徹底も奏功し、営業利益10億82百万円

（前年比43.1％増）、経常利益は８億83百万円（同50.5％増）と何れも増益となりました。ただし、

当期純利益につきましては、４百万円（同71.1％減）と減益となりましたが、これは、債権取立不能

の発生により、特別損失にて貸倒損失・貸倒引当金繰入額を４億19百万円計上したことが主因であ

ります。

なお、販売費及び一般管理費には、のれん償却額２億49百万円、営業外費用には、株式交付費償却

額１億14百万円を含んでおります。

 

事業の種類別セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

 

（建設事業）

当社グループのコア事業であり、主に当社が取り扱う推進工事・ＰＣ工事を中心とした土木工事

と日本建設㈱が取り扱う建築工事に大別されます。

受注高は、土木工事130億25百万円（前年比39.0％増）、建築工事410億37百万円（同8.9％増）と

何れも前年実績を上回り、建設事業全体で前年比14.9％増の540億63百万円となりました。売上高に

つきましても、土木工事112億39百万円（同10.0％増）、建築工事391億56百万円（同16.1％増）と

なり、建設事業全体で503億95百万円と前年比14.7％増の増収となりました。
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（不動産事業）

不動産事業につきましては、主に首都圏において、比較的短期間で回収可能な物件を中心に、中古

ビル・賃貸マンション等を仕入れ、リニューアル、コンバージョン、テナント入替等により、バ

リューアップを図り、販売するビジネスを取り組んでおります。

当連結会計年度におきましては、売上高は24億84百万円（前年比21.7％減）となりました。

（金融・投資事業）

金融・投資事業につきましては、建設事業、不動産事業とのシナジー効果が見込まれる案件を中

心に取り組んでおり、当連結会計年度においても取組案件を厳選し、新規案件の取り組みを見送っ

た結果、売上高は23百万円（前年比7.1％増）となりました。

金融・投資事業につきましては、建設事業、不動産事業とのシナジー効果が見込まれる案件を中

心に取り組んでおり、当連結会計年度においても取組案件を厳選し、新規案件の取り組みを見送っ

た結果、売上高は23百万円（前年比7.1％増）となりました。

 

(注)　「第２　事業の状況」における各項目の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

 

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末の連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は前連

結会計年度末より１億37百万円減少し76億18百万円となりました。

 

各キャッシュ・フロー計算書の状況は次のとおりであります。

 

①   営業活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、２億58百万円の資金減少（前連結会

計年度は14億51百万円の増加）となりました。

その主な要因は、仕入債務の増加20億75百万円があったものの、売上債権・たな卸資産の増加

25億41百万円などによるものであります。

②   投資活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは２億57百万円の資金増加（前連結会

計年度は９百万円の増加）となりました。

その主な要因は、敷金の返還１億95百万円などによるものであります。

③   財務活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは１億24百万円の資金減少（前連結会

計年度は15億96百万円の増加）となりました。

その主な要因は、自己株式の取得、配当金の支払によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりませ

ん。

　また、当連結会計年度の総売上高のうち相手先別の売上高の割合が100分の10以上となるものがない

ため、主な相手先別の記載は行っておりません。

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高

  前連結会計年度 当連結会計年度  
自平成18年６月１日 自平成19年６月１日 比較増減

至平成19年５月31日 至平成20年５月31日  

金額

(百万円)

構成比

(％)

金額

(百万円)

構成比

(％)

金額

(百万円)

増減率

(％)

前

期

繰

越

契

約

高

建設事業

土木

官公庁 5,302

23.4

3,819

18.0

△1,483△28.0

民間 863 1,502 639 74.0

小計 6,166 5,322 △844△13.7

建築

官公庁 653

76.6

121

82.0

△532△81.5

民間 19,576 24,061 4,48422.9

小計 20,230 24,182 3,95219.5

計

官公庁 5,956

100.0

3,940

100.0

△2,015△33.8

民間 20,440 25,564 5,12325.1

小計 26,397 29,504 3,10711.8

当

期

契

約

高

建設事業

土木

官公庁 7,672

19.9

9,972

24.1

2,30030.0

民間 1,701 3,053 1,35179.4

小計 9,373 13,025 3,65239.0

建築

官公庁 229

80.1

3

75.9

△225△98.4

民間 37,455 41,033 3,5789.6

小計 37,684 41,037 3,3528.9

計

官公庁 7,901

100.0

9,976

100.0

2,07426.3

民間 39,156 44,086 4,92912.6

小計 47,058 54,063 7,00414.9

当

期

売

上

高

建設事業

土木

官公庁 9,155

21.7

8,025

21.2

△1,129△12.3

民間 1,062 3,214 2,151202.4

小計 10,217 11,239 1,02110.0

建築

官公庁 762

71.5

124

74.0

△637△83.6

民間 32,970 39,031 6,06018.4

小計 33,732 39,156 5,42316.1

計

官公庁 9,917

93.2

8,150

95.2

△1,767△17.8

民間 34,033 42,245 8,21224.1

小計 43,950 50,395 6,44514.7

不動産事業 3,1756.7 2,4844.7 △690△21.7

金融・投資事業 21 0.1 23 0.1 1 7.1

合計 47,147100.0 52,903100.0 5,75612.2

次

期

繰

越

契

約

高

建設事業

土木

官公庁 3,819

18.0

5,766

21.4

1,94651.0

民間 1,502 1,341 △161△10.7

小計 5,322 7,108 1,78633.6

建築

官公庁 121

82.0

0

78.6

△121△99.9

民間 24,061 26,063 2,0028.3

小計 24,182 26,063 1,8817.8

計

官公庁 3,940

100.0

5,766

100.0

1,82646.3

民間 25,564 27,405 1,8417.2

小計 29,504 33,172 3,66712.4

(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。
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なお、参考のため提出会社単独の建設事業の状況は次のとおりであります。

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

前事業年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)

工事別

前期繰越

工事高

(百万円)

当期受注

工事高

(百万円)

計

(百万円)

当期完成

工事高

(百万円)

次期繰越工事高　(百万円)
当期施工高

(百万円)
手持工事高

うち施工高

　(％)

土木 6,061 9,061 15,122 10,004 5,11813.8 707 9,743

 

当事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

工事別

前期繰越

工事高

(百万円)

当期受注

工事高

(百万円)

計

(百万円)

当期完成

工事高

(百万円)

次期繰越工事高　(百万円)
当期施工高

(百万円)
手持工事高

うち施工高

　(％)

土木 5,118 12,599 17,717 10,887 6,8293.6 249 10,429

(注) １　前期以前に受注したもので、契約の変更により請負金額に経常的に増減があったものについては、当期

の受注工事高にその増減額を含めております。また、このため当期の完成工事高にもこの増減額は含まれ

ております。

２　次期繰越工事高のうち施工高は、手持工事高について支出金より推定した工事進捗相当分であります。

３　当期施工高は、（当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高）に一致いたします。

 

(2) 受注工事高の受注方法別比率

工事の受注方法は、特命と競争に大別されます。

 
期別 区分 特命(％) 競争(％) 計(％)

第65期
(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

土木工事 53.6 46.4 100

第66期
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

土木工事 43.9 56.1 100

(注)　百分比は請負金額比であります。
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(3) 完成工事高

　　　　　　

期別 区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

合計
(百万円)

第65期
(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

土木工事 9,027 976 10,004

第66期
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

土木工事 7,928 2,959 10,887

(注) １  官公庁とは、官公庁（国、地方公共団体、公団等）より発注された元請および下請工事であり、民間とは
民間（ガス、電力、通信等）より発注された元請および下請工事であります。

２　完成工事のうち主なものは、次の通りであります。

 
第65期（主に請負金額２億円以上のもの）

  事業主 工事略称

  ・大阪府東部流域下水道事務所 淀川左岸流域下水道渚処理場流量調整池築造工事

  ・立川市 立川市公共下水道西砂川雨水第１幹線築造第９期工事

  ・有田郡有田川町 粟生簡易水道施設整備工事

  ・旧日本道路公団静岡建設局 第二東名高速道路　花倉高架橋（ＰＣ上部工）下り線工事

  ・旧日本道路公団東京建設局 館山自動車道　小糸川橋（ＰＣ上部工）工事

 
　　　　　　第66期（主に請負金額２億円以上のもの）

  事業主 工事略称

  ・鉄道機構九州新幹線建設局 九幹鹿、一本松Ｂｖ外６Ｃｐ製架他

  ・淡路市 緊急時給水拠点確保事業撫配水池増設工事

  ・東広島市 八本松１・３号汚水幹線建設工事（東１８・１９－１）

  ・福岡市 藤崎ポンプ場放流渠築造工事

  ・株式会社エスラインギフ 弘善会  矢木脳神経外科病院新築工事

 
３　第65期、第66期ともに、完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。
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(4) 手持工事高(平成20年５月31日現在)

　　　　　　

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

土木工事 5,583 1,246 6,829

(注) １　官公庁とは、官公庁（国、地方公共団体、公団等）より発注された元請および下請工事であり、民間とは

民間（ガス、電力、通信等）より発注された元請および下請工事であります。

２　手持工事高のうち主に請負金額２億円以上のものは、次の通りであります。

 
  事業主 工事略称 完成予定

  ・木津川市 ９拡関連（仮称）木津中央配水池築造工事 平成22年２月

  ・中日本高速道
路株式会社

東名高速道路（改築）相模川橋（ＰＣ床版工）工事 平成21年７月

  ・中日本高速道
路株式会社

第二東名高速道路宍原第二高架橋（ＰＣ上部工）下り線工事 平成20年７月

  ・大阪市 田中幹線下水道管渠築造工事（その４） 平成21年２月

  ・名古屋市 中村区稲上町３丁目地内荒子幹線改良工事 平成21年７月
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３ 【対処すべき課題】

当社グループの母体でありました当社は、戦後60年間、推進工事やＰＣタンク・ＰＣ橋梁の専門業

者として発展を遂げてまいりました。しかしながら、昨今の建設業界を取り巻く環境に鑑みますと、従

来型の公共事業にのみ依存したビジネスモデルでは生き残りは難しくなっております。こうした認識

の下、当社グループは、2005年度より大胆な経営改革を実施し、経営陣の刷新、資本増強による財務内

容の改善、不動産事業の立ち上げ、土木事業のアジア進出、Ｍ＆Ａによる民間建築分野への進出、自社

株買いの実施など、これまでの建設業では考えられないスピード感で、環境変化に対応してまいりま

した。こうした経営改革の進展により、連結売上高500億円・役職員数500名を超す企業グループに成

長いたしました。

しかしながら、今後数年を展望いたしますと建設業界では、引き続き過去に例を見ないスピードで

環境変化が起こるものと予想され更なる体制整備が必要になってくるものと考えられます。こうした

認識の下、グループの経営力をより強化し、企業価値・株主価値を向上させていくため、持株会社体制

へ移行することが最善であるとの結論に達しました。

今後は、持株会社をグループ経営の中心として、子会社となる当社および日本建設㈱の２社を事業

遂行の両輪として、グループ横断的な戦略の立案・実施、経営管理・人事管理、経営資源の効率的・効

果的な配分を実現し、経営基盤の質的な強化を推し進めながら、グループ価値の向上に取り組んでま

いります。

 

４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績及び財政状態等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項については、以下のようなものがあります。当社グループはこれらの事業を取り

巻く様々なリスクや不確定要因等に対して、発生の防止、回避に努めるとともに、企業活動への影響に

ついて最大限の軽減を図っております。

(１) 事業環境の動向

公共建設投資の一層の削減を始め、想定を上回る建設市場の減少や主要資材価格等の急激な上

昇等、建設事業に係る著しい環境変化が生じた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、公共工事に関しては予算執行の関係上、施工が下半期に集中するため、上半期と下半期に季

節的な変動があります。

(２) 工事施工上のリスク

当社グループは、継続的な施工教育の実施や、ISOなどの品質管理を活用した施工管理を徹底し、

品質管理には万全を期しておりますが、瑕疵担保責任、製造者責任等による損害賠償が発生した場

合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。また、推進工事の施工においては、計画土質との乖

離が生じた場合、施工期間の長期化が予想され、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(３) 法的規制

当社グループが属する建設業界は、建設業法の法的規制を受けています。このため、これらの法

律の改廃や新たな法律の制定等により業績等に影響を受ける可能性があります。なお、当社グルー

プに対する訴訟等につきまして、当社グループ側の主張・予測と相違する結果となり、営業活動に

制約が生じた場合には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。
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(４) 資産保有リスク

販売用不動産・有価証券等の保有資産の時価が著しく下落した場合、または事業用不動産の収

益性が著しく低下した場合等には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(５) 金利水準及び為替相場の変動

急激な金利の上昇、為替相場の大幅な変動等が生じた場合には、業績等に影響を及ぼす可能性が

あります。

(６) 退職給付債務

年金資産の時価の下落及び運用利回り・割引率等の退職給付債務算定に用いる前提に変更が

あった場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(７) 建設事業における労働災害、事故の影響について

当社グループは、工事の施工にあたり、労働災害、事故の根絶に努めておりますが、万が一、労働

災害、事故が発生した場合、補償等に要する費用面での負担は各種保険により軽減されるものの、

重大な労働災害、事故は信用の失墜につながり、関係諸官庁等から工事入札の指名停止となるな

ど、業績等に影響を受ける可能性があります。

(８) 不動産事業について

不動産事業に関しては、比較的短期で回収可能な物件を中心に、建設事業とのシナジー効果も考

慮して、投資していく方針でありますが、不動産市場動向の変動等により投資資金の回収が長期化

した場合、業績及び財政状態が影響を受ける可能性があります。

(９) 海外工事について

当社グループでは、当社並びに連結子会社である台湾機動建設工程股?有限公司が台湾での推

進工事を中心として海外工事を行っております。当該国や地域において、景気の悪化、競争の激化、

カントリーリスクの顕在化等の状況が生じた場合、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

(10) 取引先の信用リスク

当社グループでは、可能な限り取引先の与信管理は講じておりますが、発注者、協力会社、共同施

工会社の信用不安などが顕在化した場合、資金の回収不能や施工遅延を惹起し、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。

(11) 繰延税金資産

当期末において計上している繰延税金資産については、今後の利益（課税所得）をもって全額

回収可能と考えておりますが、制度面の変更等によっては、一部取崩しを求められる可能性があり

ます。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社グループは、持株会社体制を導入することとし、平成20年２月22日開催の取締役会並びに平成

20年４月25日開催の臨時株主総会において、株式移転の方法により、持株会社となる日本インテグラ

ンドホールディングス株式会社（以下、「持株会社」）を設立する株式移転計画書の承認を決議し、

平成20年７月１日付にて同社を設立しました。

(１) 持株会社設立の目的

① コーポレートガバナンス体制・リスク管理体制の強化

　　　当社グループは、土木工事業・建築工事業・不動産事業を主な収益の柱とする上場企業であるこ

とから、景気変動や不動産市況、株式市況などさまざまな外部環境の変化に影響を受けやすい体

質をもっております。また、建設業法・宅地建物取引業法・金融商品取引法をはじめとする各種

の法令等への対応、遵守も経営の重要事項と考えております。

　　　持株会社体制へ移行することで、「グループ戦略の企画・立案、経営監督機能」（持株会社）と

「業務執行機能」（子会社）が分離され、各事業の責任明確化と自立が促されるとともに、グ

ループ全体におけるコーポレートガバナンス体制・リスク管理体制がより一層強化されるもの

と考えております。

② 事業の透明性の確保

現在、当社グループは、主に親会社である当社において土木工事業・不動産事業を行い、子会社

である日本建設にて建築工事業等を行う体制となっておりますが、当社単体の売上は連結売上高

の３割程度であり、従前より企業グループの実態がわかりにくいというご指摘をいただいており

ました。

持株会社体制への移行により、各事業を行う子会社は並列で持株会社傘下に置かれる形となり

ますので、より透明性が高く、わかりやすい情報開示が行えるものと考えております。

③ 経営の機動性の向上

当社グループは、既存事業の成長性を維持・拡大するとともに、新規事業にも積極的に進出

し、最適な事業ポートフォリオの構築を追及してゆく方針です。既存事業は、それぞれ専門性を

追求しつつ、環境変化に応じて撤退や縮小をも含めた見直しを行い、競争力の強化を図ってまい

ります。新規事業は、事業シナジーやリスク分散等を考慮しつつ、M&A等の手法も活用し、投資収

益率の高い分野への進出に取り組んでまいります。

こうした経営方針を確実に実行するためには、グループ横断的な戦略の立案・実施、経営管

理・人事管理、経営資源の効率的・効果的な配分を実現しうる体制が不可欠と考え、持株会社

体制へと移行するものです。

(２) 株式移転比率

  日本ｲﾝﾃｸﾞﾗﾝﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
株式会社 （完全親会社）

機動建設工業株式会社
（完全子会社）

株式移転比率 1 1

(注) 株式の割当比率

① 機動建設工業株式会社の普通株式１株に対して設立する日本インテグランドホールディングス株式会社

の普通株式１株を割当交付いたします。

② 単位株制度を採用し、１単位の株式数を1,000株とします。
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(３) 株式移転比率の算定根拠

① 本株式移転におきましては、当社単独による株式移転によって完全親会社１社を設立するもの

であり、株式移転時の当社の株主構成と新会社（純粋持株会社）の株主構成に変化はないこと

から、株主の皆様に不利益を与えないことを第一義として、株主の方々の所有する普通株式１株

に対して、新会社（純粋持株会社）普通株式１株を割当てることといたしました。

② 第三者機関による算定結果、算定方法および算定根拠

上記①の理由により、第三者機関の算定は行いません。

(４) 株式移転の期日

     平成20年７月１日

(５) 株式移転により交付する新株式数

39,465,000株

(６) 株式移転完全親会社となる会社の資本金・事業の内容（当該株式移転後）

     資本金      20億円

     事業内容    傘下グループ会社の経営管理およびそれに付帯する業務

 

 

また、当社は、平成20年７月１日開催の取締役会において、当社を分割会社とし、日本インテグラン

ドホールディングス株式会社を承継会社として吸収分割契約書の承認を決議いたしました。

吸収分割に関する事項の概要は、次の通りであります。

(１) 吸収分割の目的

当社グループは、持株会社体制へ移行する第一弾として、平成20年７月１日に株式移転により、

当社の完全親会社として持株会社を設立しました。

本件会社分割は、第二段階として、グループ内における経営資源の効率的な配分と事業構造の最

適化を図るために、グループ経営管理事業、並びに、グループ財務管理事業について、持株会社に集

約するものであります。これに伴い、建築工事部門にてグループ中核を担っている日本建設株式会

社も、当社と並列で持株会社の直接子会社となります。

(２) 吸収分割の条件等

① 分割方式

持株会社を承継会社とし、持株会社の完全子会社である当社を分割会社とする吸収分割であり

ます。なお、持株会社が当社の発行済株式の全てを保有していることから、本件分割に際して、株

式の割当はありません。

② 承継により増加する資本金

承継により増加する資本金はありません。

③ 承継会社が承継する権利義務

持株会社は、本件会社分割に際して、持株会社と当社との間で締結された平成20年７月１日付分

割契約に基づき、当社が行っているグループ経営管理事業およびグループ財務管理事業の一部、

並びに、これらに付随する権利義務を承継します。

(３) 吸収分割の期日

平成20年９月１日
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(４) 承継する資産・負債の状況

    持株会社は、本件株式分割に際して当社が保有する預金の一部、子会社株式（日本建設株式会社

（持株比率62.2％）、当社株式（1,312,189株））、および借入・社債の一部を承継します。

  負      債

項      目 帳 簿 価 格 項      目 帳 簿 価 格

現預金 664百万円

社債 600百万円当社株式等流動資産 139百万円

関係会社株式 1,855百万円

資産合計 2,658百万円 負債合計 600百万円

（注）平成20年5月31日現在の状況を参考として記載しております。

 
(５) 分割当事会社の概要

 

  日本ｲﾝﾃｸﾞﾗﾝﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 機動建設工業株式会社

  （承継会社） （分割会社）

  （平成20年７月１日現在） （平成19年５月31日現在）

（１）事業内容
傘下グループ会社の経営管理及びそれに付
帯する業務

建設事業、不動産事業等

（２）設立年月日 平成20年７月１日 昭和21年10月29日

（３）本店所在地 大阪市福島区福島４丁目６番31号 大阪市福島区福島４丁目６番31号

（４）代表者の
      役職・氏名

代表取締役社長
桐野  誠和

代表取締役会長兼社長
桐野  誠和

（５）資本金 2,000百万円 4,079百万円

（６）発行済株式数 39,465,000株 39,465,000株

（７）純資産 8,516百万円 9,168百万円（連結）

（８）総資産 8,516百万円 37,635百万円（連結）

（９）決算期 ５月31日 ５月31日

（10）大株主及び

      持株比率

　　　(注)

ｼｰｴﾙｴｽｴｰ ｻﾝﾗｲｽﾞ ｷｬﾋﾟﾀﾙ,ｴﾙ.

ﾋﾟｰ
32.14％ 日本ｲﾝﾃｸﾞﾗﾝﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

株式会社
100.00％

大阪証券金融株式会社 5.63％    

株式会社オ－ティス 2.54％    

（注）大株主および持株比率は、平成20年７月１日現在で記載しております。
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６ 【研究開発活動】

当連結会計年度に支出した研究開発費は34百万円であり、主な研究開発事例とその成果は次のとお

りであります。

 

推進工事部門では、近年都市部において頻発する集中豪雨は計画雨水排除能力を大きく上回り、効

率的な浸水対策としての管渠の排除能力向上が求められています。そのような要望に応えるために、

アルティミット工法は、大中口径管の超長距離・超急曲線推進工事で多くの実績を残し、その技術力

には高い評価を得ています。また、海底下に推進管を推進埋設し、海中で掘進機を効率良く回収する方

法として開発された海底推進工法は、安全を最優先しかつ高精度に管渠を布設できる工法として高い

評価をいただき、各分野からの期待が高まっております。

ＰＣ工事部門では、橋梁に関しては、新設、補強・補修工事についてコストの縮減や性能向上につい

て研究開発を実施し、より良い技術提案を行って総合評価方式の競争に対応します。

ＰＣタンクに関しては、耐震性・止水性の向上を目指した新工法の研究開発を実施して行きます。

また、これまで当社が上水道の発展と共に数多くのを施工してきたＰＣタンクが、施工後数十年経過

してリニューアル時期に達してきていることより、現在の基準に適した高品質な耐震補強および補修

・補強方法を顧客に提供出来るように努めてまいります。

今後も、これらの技術の研鑽に努めてまいります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態の分析

① 資産

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ11億78百万円増の388億13百万円とな

りました。

その主な要因は、完成工事高が増加した上、竣工が期末近くに集中したことにより、未成工事支

出金が減少した半面、受取手形･完成工事未収入金が増加したこと、加えて、販売用不動産の仕入増

によるものであります。

② 負債

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末比14億13百万円増の298億81百万円となりま

した。

その主な要因は、前述の通り、完成工事が期末近くに集中したことに伴い支払手形・工事未払金

等が増加したことによるものであります。

③ 純資産

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末比２億35百万円減の89億32百万円となり

ました。

その主な要因は、剰余金の配当、自己株式の取得等によるものであります。その結果、自己資本比

率は、21.7％（前連結会計年度は23.2％）となりました。

(2) 経営成績の分析

① 受注高及び売上高

当社グループのコア事業である建設事業の受注高については、建設市場を取り巻く環境が厳しい

中、540億63百万円（前年比70億４百万円増）と前年比大幅増となりました。

売上高につきましても503億95百万円（同64億45百万円）と増収となりました。

② 営業利益及び経常利益

営業利益は、のれん償却負担は生じたものの、上記増収要因に加え、収益性を重視した受注活動の

徹底による土木工事部門の利益率改善、固定費削減効果もあり、10億82百万円（前年比３億26百万

円増）と増益となりました。

経常利益につきましても、有利子負債圧縮等による支払利息の減少等もあり、８億83百万円（同

２億96百万円増）と増益となりました。

③ 当期純利益

当期純利益は、４百万円（前年比11百万円減）と減益となりました。これは主に、債権取立不能が

発生したこと等により、特別損失にて貸倒損失・貸倒引当金繰入額を計４億19百万円計上したこと

によるものであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資の概要】

当連結会計年度に実施した重要な設備投資はありません。

(注)　「第３　設備の状況」における各項目の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

(平成20年５月31日現在
)

事業所名
(所在地)

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人)建物

構築物

機械運搬具
工具器具
備品

土地
合計

面積(㎡) 金額

本社
(大阪市福島区)

920 296 41,838.353,922 5,139 42

東京本社
(東京都千代田区)

30 0 88.86 19 50 6

支店
(東京都北区他)

11 3 2,092.21 239 254 130

計 962 300 44,019.424,181 5,444 178

 

(2) 国内子会社

(平成20年５月31日現在
)

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

帳簿価額(百万円)
従業

員数

(人)
建物
構築物

機械運搬具
工具器具
備品

土地
合計

面積(㎡) 金額

日本建設
株式会社

本社他
(大阪市中央区)

建設事業 68 38 3,912.00198 304346

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

重要な設備の新設等の計画はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 　　　　　80,000,000

計 　　　　　80,000,000

 

②　【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成20年５月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年８月25日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 39,465,000 39,465,000 ― ―

計 39,465,000 39,465,000 ― ―

(注)１　提出日現在の発行数には、平成20年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使に

より、発行された株式数は含まれておりません。

　　　２　当社は、平成20年６月25日に大阪証券取引所市場第二部への上場を廃止しております。

３　当社株式を譲渡するには、取締役会の承認を要する旨、定款に定めております。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　新株予約権

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のと

おりであります。

株主総会の特別決議日（平成17年８月26日）

  事業年度末現在
（平成20年５月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年7月31日）

　新株予約権の数（個） 　1,136(注)１ ―

　新株予約権のうち自己新株予約権の
数（個）

― ―

　新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式 ―

　新株予約権の目的となる株式の数（株） 　1,136,000 ―

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　658(注)２ ―

　新株予約権の行使期間
　平成17年９月７日～
　平成24年９月６日(注)３

―

　新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格および資
本組入額（円）

　発行価格　　658
　資本組入額　329

―

　新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当てを受けた者
は、権利行使時において、当社およ
び当社子会社の取締役、監査役、執
行役員、従業員の何れかの地位を
保有していること、或いは当社と
顧問契約を締結している場合に限
る。
②　新株予約権者が死亡した場合、新
株予約権者の相続人による本新株
予約権の相続は認めない。
③　新株予約権の質入れその他一切
の処分は認めないものとする。
④　その他の条件については、本株主
総会および取締役会決議に基づ
き、当社と対象者との間で締結す
る新株予約権付与契約に定めると
ころによる。

―

　新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締
役会の承認を要するものとする。

―

　代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものと

する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものと

する。

 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
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また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社

が新設分割もしくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。
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２　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金

額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、株式分割および時価を下回る価格で新株予約権を発行するとき（時価発行として行なう公募

増資、新株予約権および新株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く。）は、次の算式により１株当

たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×

１株当たり払込金額

新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

３　権利行使期間につきましては、租税特別措置法第29条２により、優遇措置適用者及び、優遇措置非適用

者で権利行使期間が異なっております。

 
４　平成20年７月１日、株式移転による完全親会社「日本インテグランドホールディングス株式会社」の

設立に伴い、同日付で新株予約権は同社に承継されております。

 

EDINET提出書類

機動建設工業株式会社(E00274)

有価証券報告書

 26/111



 

平成18年８月18日の取締役会に基づいて発行した新株予約権は、次のとおりであります。

  事業年度末現在
（平成20年５月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年7月31日）

　新株予約権の数（個） 304(注)１ ―

　新株予約権のうち自己新株予約権の
数（個）

― ―

　新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式 ―

　新株予約権の目的となる株式の数（株） 　304,000 ―

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　254(注)２ ―

　新株予約権の行使期間
　平成20年８月19日～
　平成28年８月18日

―

　新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格および資
本組入額（円）

　発行価格　　254
　資本組入額　127

―

　新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者は、
権利行使時において、当社及び当
社の関連会社の取締役・監査役・
執行役員の何れかの地位を保有し
ていること。或いは当社と顧問契
約を締結している場合に限る。
②　新株予約権者が死亡した場合、新
株予約権者の相続人による本新株
予約権の相続は認めない。
③　新株予約権の質入れその他一切
の処分は認めないものとする。
④　その他権利行使の条件は、本株主
総会決議および取締役会決議に基
づき、当社と新株予約権者との間
で締結する「新株予約権割当契約
書」に定めるところによる。

―

　新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締
役会の承認を要するものとする。

―

　代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注)３ ―

　新株予約権の取得条項に関する事項 (注)４ ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる

株式の数について行われ、調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

 

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場

合、株式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の

条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。
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２　当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、上記の行使価額は、株式分割または

株式併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場

合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求。）に基づく自己株式の売渡

し、当社普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換または行使の場合を除く。）、上記の

行使価額は、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×

１株当たり払込価額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式

に係る自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処

分する自己株式数」に読み替える。

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要

とする場合には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を

調整することができる。

 
３　組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い

　　　組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定

めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとす

る。

(a)　合併（当社が消滅する場合に限る。）

合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社

(b)　吸収分割

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会

社

(c)　新設分割

新設分割により設立する株式会社

(d)　株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

(e)　株式移転

株式移転により設立する株式会社

 

４　新株予約権の取得の条件

 (a)　当社は、新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予約権を無
償で取得することができる。

 
 (b)　当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、
当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転計画承認の議案が当社株主

総会で承認された場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

 
５　平成20年７月１日、株式移転による完全親会社「日本インテグランドホールディングス株式会社」の

設立に伴い、同日付で新株予約権は同社に承継されております。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成17年６月１日～
平成18年５月31日

(注)１
18,015 30,775 1,912 3,062 1,912 2,200

平成18年６月１日～
平成19年５月31日

(注)２
8,690 39,465 1,016 4,079 1,016 3,217

(注) １　平成17年６月１日から平成18年５月31日までの間の増加は、何れも新株予約権の行使によるものであり

ます。

２　第三者割当　発行価格234円　資本組入額117円

主な割当先　シーエルエスエー・サンライズ・キャピタル，エル．ピー

 

(5) 【所有者別状況】

(平成20年５月31日現在
)

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 7 13 71 12 ― 2,3022,405 ―

所有株式数
(単元)

― 1,798 327 4,22914,141 ― 18,95139,44619,000

所有株式数
の割合(％)

― 4.56 0.83 10.7235.85 ― 48.04100.0 ―

(注) １　自己株式1,312,189株は、「個人その他」に1,312単元、「単元未満株式の状況」に189株含まれておりま

す。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,095単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

(平成20年５月31日現在
)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

シーエルエスエー　サンライ
ズ　キャピタル，エル．ピー

CRICKET SQUARE,HUTCHINS DRIVE,P.O.BOX
2681,GRAND CAYMAN,KY1-1111,CAYMAN
ISLANDS

12,686 32.14

株式会社だいこう証券ビジネ
ス（自己融資口）

東京都中央区日本橋兜町13-１ 1,375 3.48

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４-６ 1,202 3.05

株式会社オーティス 大阪府大阪市天王寺区餌差町10-29号 1,003 2.54

コメルツバンク（サウスイー
ストアジア）リミテッド

８ SHENTON WAY, HEX 36-01 TEMASEK 
TOWER SINGAPORE 068811

764 1.94

加登　隆三 大阪府豊中市 601 1.52

ザチェースマンハッタンバン
クエヌエイロンドンスペシャ
ルアカウントナンバーワン

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD,ENGLAND

552 1.40

木村　昌子 兵庫県神戸市 529 1.34

機動建設工業取引先持株会 大阪府大阪市福島区福島４丁目６番31号 495 1.25

水元　公仁 静岡県静岡市 352 0.89

計 ― 19,559 49.55

（注） 　上記以外に、当社が所有する自己株式が1,312千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合3.32％)が

あります。
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

(平成20年５月31日現在
)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,312,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

38,134,000
38,134 ―

単元未満株式
普通株式

19,000
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 39,465,000 ― ―

総株主の議決権 ― 38,134 ―

(注) １　「完全議決権株式 (その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株（議決権14

個）含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式189株が含まれております。

 

②　【自己株式等】

(平成20年５月31日現在
)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
機動建設工業株式会社

大阪市福島区福島
４丁目６番31号

1,312,000 ― 1,312,000 3.33

計 ― 1,312,000 ― 1,312,000 3.33
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

① 新株予約権方式によるストックオプション制度

当制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社および当社

子会社の取締役、監査役、執行役員、従業員および顧問に対して無償で新株予約権を発行することを

平成17年８月26日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成17年８月26日

付与対象者の区分及び人数(名)

当社取締役９名、当社監査役４名、当社執行役員７名、

当社従業員184名、当社顧問５名、当社子会社取締役６名、

当社子会社監査役１名、当社子会社従業員22名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
同上

 

② 新株予約権方式によるストックオプション制度

当制度は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社取締役および当社執行役員

に対して、無償で新株予約権を発行することを平成18年８月18日の定時株主総会において特別決議

されたものであります。

なお、当社取締役に対する新株予約権付与は、会社法第361条第１項第３号の報酬等に該当いたし

ます。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成18年８月18日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役７名、当社執行役員７名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
同上
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新株予約権の取得条項に関する事項 同上
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第３号及び第155条第７号による普通株式の取得

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第155条第３号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

　取締役会（平成19年９月28日決議）での議決状況
　（取得期間平成19年10月１日～平成20年９月30日）

1,300,000200,000,000（上限）

　当事業年度前における取得自己株式 ― ―

　当事業年度における取得自己株式 1,300,000 131,622,000

　残存決議株式の総数及び価額の総額 ― 68,378,000

　当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 0.0 0.0

　当期間における取得自己株式 ― ―

　提出日現在の未行使割合（％） 0.0 0.0

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

　当事業年度における取得自己株式 300 24,000

　当期間における自己株式 ― ―

(注) 　平成20年７月１日、株式移転による完全親会社「日本インテグランドホールディングス株式会社」の設立

に伴い、当期間における単元未満株式の買取り等による取得自己株式はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の
総額（円）

株式数（株）
処分価額の
総額（円）

　引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

　消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

　合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得
自己株式

― ― ― ―

その他（親会社株式への移転） ― ― 1,312,18991,853,230

　保有自己株式数 1,312,189 ― ― ―

(注) 　平成20年７月１日、株式移転による完全親会社「日本インテグランドホールディングス株式会社」の設立

に伴い、「自己株式」は「親会社株式」に移転しております。
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３ 【配当政策】

当社は、将来の事業展開を考慮し、技術開発、設備投資等に充当するための内部留保の充実により企

業体質の強化を図るとともに、株主に対し長期にわたる安定的な利益還元を行うことを基本方針とし

ております。

当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、期末配当につい

ての決定機関は、株主総会であります。

この方針のもと、当事業年度の剰余金の配当につきましては、業績を勘案し、１株当たり３円の普通

配当を実施することといたしました。

なお、当社は取締役会の決議により、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

(注) 　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、下記の通りであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

　平成20年８月22日
　定時株主総会決議

114 3

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

最高(円) 241 385 825 355 149

最低(円) 156 173 308 103 70

(注) １　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　　　 ２　当社は、平成20年６月25日に大阪証券取引所市場第二部への上場を廃止しております。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成19年12月 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 98 90 101 92 83 87

最低(円) 83 76 83 77 70 75

(注) １　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　　　 ２　当社は、平成20年６月25日に大阪証券取引所市場第二部への上場を廃止しております。
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５ 【役員の状況】

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役

会長兼社長
  桐　野　誠　和

昭和34年

10月１日生

昭和57年４月

 
株式会社日本債券信用銀行(現株式会社あお

ぞら銀行)入行

(注)１ ―

平成15年４月 同社本店営業第九部長

平成16年８月 同社本店営業第三部長

平成17年６月 ジェイ・ブリッジ株式会社取締役副社長

平成17年７月 当社顧問

平成17年８月 当社代表取締役社長(現任)

平成17年９月

 
機動ファイナンス株式会社代表取締役社長

（現任）

平成17年10月

 
有限会社Ｋキャピタルワン代表取締役社長

（現任）

平成18年２月 株式会社機動技研代表取締役（現任）

平成18年４月 当社代表取締役会長（現任）

平成18年４月 日本建設株式会社代表取締役会長（現任）

平成18年４月

 
国際エンジニアリング株式会社代表取締役

（現任）

平成20年７月 日本インテグランドホールディングス株式

会社代表取締役社長（現任）

専務取締役 東京本社担当 上　原　範　康
昭和39年

１月15日生

昭和63年４月 カウンティ・ナットウエスト証券入社

(注)１ ―

平成４年４月 AIGフィナンシャルプロダクツ、バイスプレ

ジデント

平成８年４月 クレディスイス信託銀行株式会社ディレク

ター

平成11年12月 クレディリヨネ証券デプティシニアマネー

ジャー

平成13年７月 バンクオブアメリカ証券

バイスプレジデント

平成15年２月 株式会社あおぞら銀行

平成16年12月 JBインベストメントパートナーズ株式会社

取締役副社長

平成17年５月 ジェイ・ブリッジ株式会社常務執行役員

平成17年７月 当社顧問

平成17年８月 当社専務取締役(現任)

平成17年９月 機動ファイナンス株式会社取締役（現任）

平成17年10月 有限会社Ｋキャピタルワン取締役（現任）

平成18年４月 日本建設株式会社取締役（現任）

平成18年５月 台湾機動建設工程股?有限公司取締役（現

任）

平成18年５月 地下技研株式会社取締役（現任）

平成20年７月 日本インテグランドホールディングス株式

会社専務取締役（現任）

専務取締役 統轄本部長 川　上　耕　司
昭和40年

１月10日生

昭和63年４月 株式会社日本債券信用銀行(現株式会社あお

ぞら銀行)入行

(注)１ ―

平成17年８月 当社専務取締役統轄本部長（現任）

平成17年９月 機動ファイナンス株式会社取締役（現任）

平成17年10月 有限会社Ｋキャピタルワン取締役（現任）

平成18年２月 株式会社機動技研取締役（現任）

平成18年４月 日本建設株式会社専務取締役（現任）

平成18年５月 台湾機動建設工程股?有限公司監査役（現

任）

平成18年５月 地下技研株式会社取締役（現任）

平成19年３月 国際エンジニアリング株式会社取締役（現

任）

平成20年７月 日本インテグランドホールディングス株式

会社専務取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役
推進工事本

部長
中　野　正　明

昭和26年

12月16日生

昭和51年４月 当社入社

(注)２ ―

平成17年６月 常務執行役員東京支社長

平成17年９月 常務執行役員関東支店長

平成18年６月 専務執行役員推進工事部門担当

平成19年１月 専務執行役員推進工事本部長

平成20年７月 取締役推進工事本部長（現任）

取締役

推進工事本

部副本部長

兼技術本部

長

西　田　広　治
昭和27年

11月13日生

昭和51年４月 当社入社

(注)２ ―

平成17年６月 当社執行役員土木本部工務部長兼社長室事務

管理部長

平成17年12月 当社常務執行役員土木本部工務部長兼統轄本

部副本部長

平成18年５月 当社常務執行役員技術部長兼統括本部副本部

長

平成19年１月 当社常務執行役員推進工事本副本部長兼技術

本部長

平成20年７月 当社取締役推進工事本部副本部長兼

技術本部長（現任）

取締役

推進工事本

部副本部長

兼企画本部

長兼ＰＣ工

事本部副本

部長

安　藤　公　一
昭和27年

４月10日生

昭和51年４月 当社入社

(注)２ ―

平成18年８月 執行役員推進工事部門副担当

平成19年１月 執行役員推進工事本部副本部長兼企画本部長

平成19年３月 執行役員推進工事本部副本部長兼企画

本部長兼ＰＣ工事本部福本部長

平成19年６月 当社常務執行役員推進工事本部副本部長兼企

画本部長兼ＰＣ工事本部副本部長

平成20年７月 当社取締役推進工事本部副本部長兼

企画本部長兼ＰＣ工事本部副本部長

（現任）

取締役

東京本社不

動産開発部

長

森　田　光　一
昭和48年

２月20日生

平成19年１月 当社入社

東京本社不動産開発部長
(注)２ ―

平成19年９月 執行役員東京本社不動産開発部長

平成20年７月 取締役東京本社不動産開発部長（現任）

監査役   浅　師　三　雄
昭和22年

１月１日生

昭和44年４月 当社入社

(注)３ ―

平成９年５月 当社営業本部営業部部長

平成17年６月 当社執行役員関西支店長

平成18年５月 国際エンジニアリング株式会社

平成18年８月 当社監査役（現任）

平成20年７月 日本インテグランドホールディングス株式会

社監査役（現任）

計
 

   
     

―

（注）１ 平成19年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年５月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

　　　２ 平成20年７月１日開催の臨時株主総会終結の時から平成21年５月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

　　　３ 平成18年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年５月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

当社は、株主、お客様、取引先、地域、社会といったステークホルダーとの関わりを中心に据えた、

社会的責任・貢献に重きをおいており、広く社会から信頼される企業となるため、経営の意思決定

と執行における健全性および迅速性を確保し、コンプライアンスの徹底に向けた委員会の設置、指

針作成、浸透施策を実施し、コーポレート・ガバナンスの構築と運営に取り組んでまいります。

なお、当社は、完全親会社である日本インテグランドホールディングス株式会社との間で経営に

関する助言等を受けております。

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

取締役会

当社の取締役会は、取締役６名で構成され、内１名が社外取締役であります。意思決定と業務

執行の迅速化のため、取締役会は月１回開催し、重要事項や経営課題の討議を実施しておりま

す。その他、業務執行上の重要事項について討議するため、経営会議を月１回開催し、経営判断

に際しての多面的な検証と迅速さを確保しております。

執行役員制度

当社は執行役員制度を導入しております。取締役会により選任された執行役員が、担当業務

の業務執行責任者として、取締役会の決定した経営方針に則り、その実現のため、業務戦略を立

案・実行しております。

監査役会

コーポレート・ガバナンスの実効性を確保するため、監査役制度を導入しております。監査

役は４名で構成され、内３名が社外監査役であります。監査役は、取締役会に出席するほか業務

執行状況を監視しております。

監査室

監査室（１名）は内部監査計画にもとづき、業務処理全般にわたり、監査役監査及び会計監

査人とは独立した立場から、内部監査を実施いたしており、結果を取締役会に報告しておりま

す。

会計監査人

会計監査につきましては、会社法及び金融商品取引法の会計監査について、神明監査法人と

監査契約を締結しております。

監査役、監査室及び会計監査人は、連携して、監査の実効性を高めております。

当事業年度において当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名および監査補助者の

人数は下記のとおりであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数

業務執行社員　代表社員　赤松秀世（継続監査年数９年）

　　　　　　　　代表社員　井上秀夫

・監査補助者の人数

　　　　　　　　公認会計士　４名

社外取締役及び社外監査役との関係

当社では、社外取締役１名と社外監査役３名を選任いたしておりますが、当社との間に取引
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等の利害関係はございません。
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当社の業務執行の体制、経営監視および内部統制の仕組みは下図の通りであります。

（平成20年５月31日現在）

(2) リスク管理体制の整備の状況

コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理等に係るリスクについ

ては、それぞれの担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・

配布を行うものとし、組織横断的状況の監視及び全社的対応は監査室が行うものとしておりま

す。新たに生じたリスクについては取締役会においてすみやかに対応責任者となる取締役を定

めております。

また、法律上の判断等の専門的内容につきましては、顧問弁護士など複数の専門家から必要

に応じて指導、助言を受けております。

(3) 役員報酬の内容

前期中に取締役および監査役に支払った報酬等の額は以下のとおりであります。

・取締役及び監査役に支払った報酬

取締役　85百万円

監査役　９百万円

(4) 監査報酬の内容

・公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　20百万円

上記以外の業務に基づく報酬はありません。

(5) 取締役の定数

当社の取締役は、12名以内とする旨を定款で定めております。
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(6) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもっておこなう旨を定款で定めておりま

す。

また、取締役の選任決議については、累積投票によらない旨を定款に定めております。

(7) 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における円滑な意思決定を行うために、会社法第309条第２項に定める決議

は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めています。

(8) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

（取締役等の責任免除）

当社は、職務の執行に際し期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の

規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）、監査役（監査役で

あった者を含む。）および会計監査人（会計監査人であった者を含む。）の当社に対する損害

賠償責任を、法令が定める範囲で免除することができる旨を定款に定めております。

（中間配当）

　当社は取締役会の決議により毎年５月31日最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登

録株式質権者に対し、会社法第454条５項に定める剰余金の配当をすることができる旨定款に

定めております。

　これは、株主への機動的な利益還元を行うことを可能にすることを目的とするものでありま

す。

(9) 責任限定契約

会社法第427条第１項の規定により、社外取締役、社外監査役および会計監査人との間に、任務

を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めてお

ります。

（会計監査人）

当社と会計監査人は、当社定款および会社法第427条第１項の規定により、当社と損害賠償

責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく責任の限度額は、同定款に定めた額の

範囲内である金10,000千円と法令の定める最低責任限度額とのいずれか高い額となります。

ただし、その責任限定が認められるのは、その責任の原因となった職務の遂行について善意で

かつ重大な過失がないときに限ります。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵

省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24

年建設省令第14号)に準じて記載しております。

なお、前連結会計年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)は、改正前の連結財務諸表

規則に基づき、当連結会計年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)は、改正後の連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(

昭和24年建設省令第14号)により作成しております。

なお、前事業年度（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則

及び建設業法施行規則に基づき、当事業年度（平成19年６月１日から平成20年５月31日まで）は、

改正後の財務諸表等規則及び建設業法施行規則に基づいて作成しております。

 

(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記

載しておりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたし

ました。

なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表

示しております。

 

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)及び前事業年度(平成18年

６月１日から平成19年５月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度

(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)及び当事業年度(平成19年６月１日から平成20年５月

31日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸

表について、神明監査法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

 

    前連結会計年度
(平成19年５月31日)

当連結会計年度
(平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
(％)

金額（百万円）
構成比
(％)

(資産の部)              

Ⅰ　流動資産              

　　　現金預金 ※1   9,022     8,884  
受取手形・
完成工事未収入金等

※2.3   5,811     7,974  

　　　未成工事支出金     8,135     6,772  

　　　販売用不動産 ※1   1,613     3,350  

　　　その他たな卸資産     6     7  

　　　繰延税金資産     241     323  

　　　その他     340     209  

　　　貸倒引当金     △38     △246  

　　　流動資産合計     25,13266.8   27,27470.3

Ⅱ　固定資産              

１　有形固定資産              

　　　建物・構築物 ※1 2,386     2,256    

　　　　減価償却累計額   △1,261 1,125   △1,237 1,018  

機械・運搬具・
工具器具・備品

  4,794     4,657    

　　　　減価償却累計額   △4,346 448   △4,313 344  

　　　土地 ※1   4,401     4,379  

　　　有形固定資産合計     5,97515.9   5,74214.8

２　無形固定資産              

　　　のれん     4,737     4,488  

　　　その他     74     70  

　　　無形固定資産合計     4,81212.8   4,55911.7

３　投資その他の資産              

　　　投資有価証券 ※4   624     475  

　　　繰延税金資産     454     346  

　　　その他     569     455  

　　　貸倒引当金     △63     △68  

　　　投資その他の資産合計     1,5844.2   1,2093.1

　　　固定資産合計     12,37232.9   11,51129.6
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    前連結会計年度
(平成19年５月31日)

当連結会計年度
(平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
(％)

金額（百万円）
構成比
(％)

Ⅲ　繰延資産              

　　  株式交付費     130     16  

　　  社債発行費     ―     11  

　　　繰延資産合計     130 0.3   28 0.1

　　　資産合計     37,635100.0   38,813100.0
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    前連結会計年度
(平成19年５月31日)

当連結会計年度
(平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
(％)

金額（百万円）
構成比
(％)

(負債の部)              

Ⅰ　流動負債              
支払手形・
工事未払金等

※2   16,300     18,375  

　　　短期借入金 ※1   2,520     2,464  

一年以内償還予定社債 ※1   160     240  

　　　未払法人税等     447     98  

　　　未成工事受入金     5,497     5,280  

　　　工事損失引当金     10     50  

　　　完成工事補償引当金     104     119  

　　　賞与引当金     161     170  

　　　その他     724     520  

　　　流動負債合計     25,92668.9   27,31870.4

Ⅱ　固定負債              

　　　社債 ※1   180     540  

　　　長期借入金 ※1   825     595  

　　　退職給付引当金     1,481     1,360  

　　　その他     54     66  

　　　固定負債合計     2,5416.7   2,5626.6

　　　負債合計     28,46775.6   29,88177.0

               

(純資産の部)              

Ⅰ　株主資本              

１　資本金     4,07910.8   4,07910.5

２　資本剰余金     3,82310.2   3,8239.8

３　利益剰余金     856 2.3   742 1.9

４　自己株式     △2 △0.0   △134△0.3

　  株主資本合計     8,75723.3   8,51121.9

Ⅱ　評価・換算差額等              

　１　その他有価証券評価差額金     △14 △0.0   △54 △0.1

　２　為替換算調整勘定     2 0.0   △1 △0.0

　  評価・換算差額等合計     △12 △0.0   △56 △0.1

Ⅲ　新株予約権     12 0.0   29 0.0

Ⅳ　少数株主持分     410 1.1   448 1.2

　純資産合計     9,16824.4   8,93223.0

　負債・純資産合計     37,635100.0   38,813100.0
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② 【連結損益計算書】
 

   
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
(％)

金額（百万円）
百分比
(％)

Ⅰ　売上高              

　　完成工事高     47,147100.0   52,903100.0

Ⅱ　売上原価              

　　完成工事原価     43,86193.0   49,07192.8

　　完成工事総利益     3,2857.0   3,8327.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1   2,5295.4   2,7495.2

営業利益     756 1.6   1,0822.0

Ⅳ　営業外収益              

　　受取利息・配当金   14     24    

　　その他   83 98 0.2 47 72 0.1

Ⅴ　営業外費用              

　　支払利息   94     106    

　　株式交付費償却額   110     114    

　　その他   61 267 0.6 50 271 0.5

経常利益     587 1.2   883 1.6

Ⅵ　特別利益              

　　固定資産売却益 ※2 57     0    

　　投資有価証券売却益   37     8    

　　事務所移転補償金   62     ―    

　　その他   28 185 0.4 29 37 0.1

Ⅶ　特別損失              

　　投資有価証券売却損   96     0    

　　投資有価証券評価損   174     18    

　　貸倒損失   ―     379    

　　その他   67 337 0.7 138 536 1.0

税金等調整前当期純利益     434 0.9  385 0.7

法人税、住民税
及び事業税

  546     239    

　　法人税等調整額   △196 349 0.7 63 302 0.6

少数株主利益     69 0.2   77 0.1

当期純利益     15 0.0   4 0.0
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

平成18年５月31日残高
(百万円)

3,062 2,806 933 △2 6,800

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 1,016 1,016     2,033

剰余金の配当     △92   △92

当期純利益     15   15

自己株式の取得       △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額(純額)

        ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

1,016 1,016 △76 △0 1,956

平成19年５月31日残高
(百万円)

4,079 3,823 856 △2 8,757

 

 

評価・換算差額等
新株
予約権

少数株主
持分

純資産
合計

 

その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年５月31日残高
(百万円)

22 △1 21 ― 17 6,839

連結会計年度中の変動額            

新株の発行           2,033

剰余金の配当           △92

当期純利益           15

自己株式の取得           △0

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

△37 3 △33 12 393 372

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△37 3 △33 12 393 2,328

平成19年５月31日残高
(百万円)

△14 2 △12 12 410 9,168
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当連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

平成19年５月31日残高
(百万円)

4,079 3,823 856 △2 8,757

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当     △118   △118

当期純利益     4   4

自己株式の取得       △131 △131

連結除外による
利益剰余金の減少

    △0   △0

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額(純額)

        ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― ― △114 △131 △245

平成20年５月31日残高
(百万円)

4,079 3,823 742 △134 8,511

 

 

評価・換算差額等
新株
予約権

少数株主
持分

純資産
合計

 

その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年５月31日残高
(百万円)

△14 2 △12 12 410 9,168

連結会計年度中の変動額            

剰余金の配当           △118

当期純利益           4

自己株式の取得           △131

連結除外による
利益剰余金の減少

          △0

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

△40 △3 △44 16 38 10

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△40 △3 △44 16 38 △235

平成20年５月31日残高
(百万円)

△54 △1 △56 29 448 8,932
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

 

   
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前当期純利益   434 385

　　減価償却費   181 180

　　のれん償却額   269 249

　　株式交付費償却額   110 114

　　有形固定資産除却損   27 18

　　入会金等評価損   6 1

　　固定資産売却益   △57 0

　　投資有価証券売却益   △37 △8

　　投資有価証券売却損   96 0

　　投資有価証券評価損   174 18

　　貸倒引当金の増加・減少(△)額   △76 213

　　完成工事補償引当金の増加額   103 15

　　賞与引当金の増加額   158 9

　　工事損失引当金の増加・減少(△)額   △19 40

　　退職給付引当金の減少(△)額   △53 △121

　　受取利息及び受取配当金   △14 △24

　　支払利息及び社債利息   94 106

　　売上債権の増加(△)・減少額   127 △2,163

　　たな卸資産の増加(△)・減少額   △2,463 △377

　　仕入債務の増加・減少(△)額   2,947 2,075

　　未成工事受入金の増加・減少(△)額   △164 △215

　　未払消費税等の増加・減少(△)額   113 △170

　　その他   58 53

　　　小計   2,019 398

　　利息及び配当金の受取額   13 24

　　利息の支払額   △99 △103

　　差入保証金の支払額   △91 ―

　　法人税等の支払額   △391 △577

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー   1,451 △258

 

EDINET提出書類

機動建設工業株式会社(E00274)

有価証券報告書

 49/111



 

   
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー      

　　定期預金の預入による支出   △1,265 △200

　　定期預金の払戻しによる収入   200 200

　　子会社株式の売却による収入   1,043 ―

　　投資有価証券の売却による収入   132 58

　　投資有価証券の取得による支出   ― △16

　　有形固定資産の売却による収入   248 70

　　有形固定資産の取得による支出   △422 △36

　　無形固定資産の取得による支出   △16 △1

　　貸付金の貸付   △2 ―

　　貸付金の回収による収入   12 19

　　保険積立金の解約等による収入   14 5

　　保険積立金の支払額   △4 △11

　　敷金の返還による収入   ― 195

　　敷金の差入れによる支出   ― △28

　　その他   68 3

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー   9 257

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー      

　　短期借入金の純増加・減少(△)額   △857 △167

　　長期借入れによる収入   1,668 650

　　長期借入金の返済による支出   △1,017 △767

　　社債の発行による収入   ― 587

　　社債の償還による支出   △160 △160

　　新株の発行による収入   2,033 ―

　　少数株主からの払込による収入   61 ―

　　自己株式の取得による支出   ― △131

　　配当金の支払額   △92 △118

　　少数株主への配当金の支払額   ― △16

　　その他   △39 ―

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー   1,596 △124

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額   4 △2

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加・減少(△)額   3,061 △127

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高   4,694 7,756

Ⅶ　連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の
　　減少額

  ― △10

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高   7,756 7,618

       

EDINET提出書類

機動建設工業株式会社(E00274)

有価証券報告書

 50/111



 

EDINET提出書類

機動建設工業株式会社(E00274)

有価証券報告書

 51/111



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
  前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
  至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日

  至　平成20年５月31日)
１　連結の範囲に関する事項 ①連結子会社の数　　７社

　なお、当連結会計年度において、従来

連結子会社であった昭和機工株式会社

及び新昭和機工株式会社を吸収合併し

たことにより２社減少しております。

①連結子会社の数　　５社

　なお、従来連結子会社であった機動

ファイナンス株式会社及び有限会社

Ｋキャピタルワンは、重要性の観点か

ら、当連結会計年度より連結の範囲か

ら除外しております。

②主要な連結子会社名

　「第１　企業の概況　４　関係会社の状

況」に記載しているため省略してお

ります。

②主要な連結子会社名

　同左

 

③非連結子会社の数　２社

　非連結子会社２社は、いずれも小規模

であり、合計の総資産、売上高、当期純

損益及び利益剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連結の範

囲から除いております。

③非連結子会社の数　４社

　非連結子会社４社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益及び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため、連結

の範囲から除いております。

２　持分法の適用に関する事

項

①関連会社中央ピーエス株式会社は、

当連結会計年度において、保有株式の

全部を売却したため、持分法適用会社

でなくなりました。

―――――

②非連結子会社２社は、それぞれ当期

純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体として重要性

がないため、持分法の適用から除外し

ております。

非連結子会社４社は、それぞれ当期

純損益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体として重要

性がないため、持分法の適用から除外

しております。

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち、日本建設株式会社

の決算日は２月28日であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、同

日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。

　なお、他の連結子会社の決算日につい

ては、すべて連結決算日と同一であり

ます。

　連結子会社のうち、日本建設株式会

社の決算日は２月末日であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行ってお

ります。

　なお、他の連結子会社の決算日につ

いては、すべて連結決算日と同一であ

ります。
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  前連結会計年度
(自　平成18年６月１日

  至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日

  至　平成20年５月31日)
４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
①有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

売却原価は移動平均法によ

り、当連結会計年度末の評価 

は市場価格等に基づく時価法

評価差額の処理は全部純資産

直入法

 

 
 
①有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

 
 
 
 
 

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

 

　　　時価のないもの

　　　　同左

 

 
 
 
 

②たな卸資産

　　未成工事支出金

　　　個別法による原価法

　　販売用不動産

　　　個別法による原価法

②たな卸資産

　　未成工事支出金

　　　同左

　　販売用不動産

　　　同左

 
(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

 
 
 
 
 
 

 
　有形固定資産

本社ビルおよび平成10年４月１日以

降取得した建物(附属設備を除く)は定

額法、その他については定率法によっ

ております。

 
（会計処理の変更）

    法人税法の改正((所得税法等の一部
を改正する法律平成19年３月30日法

律第６号)及び(法人税法施行令の一

部を改正する政令平成19年３月30日

政令第83号))に伴い、平成19年４月

１日以降取得資産の減価償却方法に

ついては、改正後の法人税法に定め

る方法によっております。

　　なお、これによる連結損益に与える

影響はありません。

 
主な耐用年数

　　建物・構築物　15年～38年

 
　有形固定資産

同左　

 
 
 
 
（追加情報）

    連結子会社１社を除き、当連結会計
年度から法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得したもの

については、償却可能限度額まで償

却が終了した翌年から取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５

年間で均等償却する方法によってお

ります。

　　なお、この変更による連結損益に与

える影響は軽微であります。

 
主な耐用年数

　　建物・構築物　15年～38年
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  前連結会計年度
(自　平成18年６月１日

  至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日

  至　平成20年５月31日)
(3) 重要な繰延資産の処理方

法

 
 

株式交付費

　３年で定額法により償却しておりま

す。

（表示方法の変更）

　「新株予約権発行費」(101百万円)

は、当連結会計年度より当連結会計年

度に発生した増資に伴う「株式交付

費」に含めて表示しております。

また「新株予約権発行費償却」(101

百万円)につきましては、当連結会計年

度より「株式交付費償却額」に含めて

表示しております。

①株式交付費

　　同左

―――――

――――― ②社債発行費

　　社債の償還期間（３年から５年）

で、定額法により償却しております。

 
(4) 重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については過去一定期間

における貸倒実績から算出した貸倒実

績率による繰入額を計上し、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に

回収可能性を勘案して必要額を計上し

ております。

 

①貸倒引当金

　　同左

 
 
 
 
 
 

  ②工事損失引当金

　個別工事により将来発生見込みのあ

る損失額を勘案し計上しております。

 

②工事損失引当金

　　同左

 

  ③完成工事補償引当金

　完成工事にかかる瑕疵担保に要する

費用に充てるため、将来の補償見込額

を計上しております。

③完成工事補償引当金

　　同左

   
④賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充て

るため、支給見込額のうち当連結会計

年度に負担すべき費用を見積計上する

見積計上基準により計上しておりま

す。

 
④賞与引当金

　同左
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  前連結会計年度
(自　平成18年６月１日

  至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日

  至　平成20年５月31日)
  ⑤退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。

  また、数理計算上の差異については、
各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(７年)による定額法により按分した

額をそれぞれ発生した連結会計年度よ

り費用処理しております。

　なお、一部子会社については、数理計

算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発生した

連結会計年度の翌期より費用処理する

こととしております。

 

⑤退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。

  また、数理計算上の差異については、
各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(７年)による定額法により按分した

額をそれぞれ発生した連結会計年度よ

り費用処理しております。

　なお、一部連結子会社については、数

理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそれぞれ発生

した連結会計年度の翌期より費用処理

しております。

 
(5) 重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

 

　同左

(6) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

①完成工事高の計上基準

　完成工事高の計上は、原則として工事

完成基準によっておりますが、一部子

会社を除き請負金額１億円以上で、か

つ工期が１年超の工事については工事

進行基準を採用しております。

なお、工事進行基準による完成工事

高は2,371百万円であります。

 

①完成工事高の計上基準

　完成工事高の計上は、原則として工事

完成基準によっておりますが、一部連

結子会社を除き請負金額１億円以上

で、かつ工期が１年超の工事について

は工事進行基準を採用しております。

なお、工事進行基準による完成工事

高は2,695百万円であります。

②消費税等の処理方法

税抜方式によっております。

 

②消費税等の処理方法

　同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

 

同左

６　のれんの償却に関する事

項

のれんの償却については、20年で定

額法により償却しております。

同左
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  前連結会計年度
(自　平成18年６月１日

  至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日

  至　平成20年５月31日)
７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資から成ってお

ります。

　同左

 

 

会計処理の変更

前連結会計年度
(自　平成18年６月１日

  至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日

  至　平成20年５月31日)
（企業結合に係る会計基準等）

当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準委員会平成17年

12月27日企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業

会計基準委員会最終改正平成18年12月22日企業会計基

準適用指針第10号)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

―――――

（ストック・オプション等に関する会計基準等）

当連結会計年度から「ストック・オプション等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会平成17年12月27

日企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション

等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会最終改正平成18年５月31日企業会計基準適用指針第

11号）を適用しております。

  これにより、株式報酬費用12百万円が費用として計上
され、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が同額減少しております。

―――――

（役員賞与に関する会計基準）

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会平成17年11月29日企業会計基準

第４号）を適用しております。

その結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益は17百万円減少

しております。

―――――
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表示方法の変更

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
(自　平成18年６月１日

  至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日

  至　平成20年５月31日)
前連結会計年度は区分掲記しておりました固定負債

「繰延税金負債」(当連結会計年度５百万円)につきま

しては、金額が僅少となったため、当連結会計年度は固

定負債「その他」に含めて表示しております。

―――――

 

注記事項

(連結貸借対照表関係)

 
前連結会計年度
(平成19年５月31日)

当連結会計年度
(平成20年５月31日)

※１　担保に供している資産

　　　下記の資産は次の債務の担保に供しております。

　　　担保差入資産

※１　担保に供している資産

　　　下記の資産は次の債務の担保に供しております。

　　　担保差入資産

定期預金 280百万円

販売用不動産 1,997 
建物・構築物 877 
土地 3,921 

計 7,075 

販売用不動産 467百万円

建物・構築物 999 
土地 3,991 

計 5,459 

　　　債務の内訳

長期借入金 355百万円

(１年以内返済予定 230百万円を含む)

短期借入金 900 
社債 340 
(１年以内償還予定 160百万円を含む)

計 1,595 

　　　債務の内訳

長期借入金 757百万円

(１年以内返済予定 161百万円を含む)

短期借入金 1,100 
割引手形 50 

計 1,907 
     

     

２　　　　　　　　―――――

 
※２　期末満期手形の処理

　　　期末満期手形の処理は、手形交換日をもって会計処

理いたしております。

　　　従って当連結会計年度の末日は金融機関が休日の

ため、次の期末満期手形が期末残高に含まれてお

ります。

 
　受取手形 56百万円

　支払手形 212 

※３　偶発債務

  受取手形裏書譲渡高 388百万円

３　偶発債務

  ①手形割引高 50百万円

  ②当社は、公正取引委員会による新潟市の発注

工事に関する排除勧告について同意審決を受けた

ことにともない、新潟市から損害賠償額（23百万

円）の提示を受けております。
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前連結会計年度
(平成19年５月31日)

当連結会計年度
(平成20年５月31日)

４　　　　　　　　―――――

 
※４　非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。

　投資有価証券（株式） 10百万円

 

(連結損益計算書関係)

 
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次

のとおりであります。

 
従業員給料手当 754百万円

賞与引当金繰入額 44 
退職給付引当金繰入額 34 
貸倒引当金繰入額 23 
のれん償却額 269 
     
　

　研究開発費

　　　一般管理費に含まれる研究開発費は、21百万円であ

ります。

 
※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
土地・建物 57百万円

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次

のとおりであります。

 
従業員給料手当 835百万円

賞与引当金繰入額 47 
退職給付引当金繰入額 56 
貸倒引当金繰入額 208 
のれん償却額 249 
     

 
　研究開発費

　　　一般管理費に含まれる研究開発費は、34百万円であ

ります。

 
※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　　

車両 0 百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)

(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

  前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式
普通株式

30,775,000 8,690,000 ― 39,465,000

自己株式
普通株式

10,955 934 ― 11,889

(注)１　発行済株式の当期増加は、新株式の発行によるものであります。

　　２　自己株式の当期増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

(2)新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

  新株予約権
の内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）

摘要

前期末 当期増加 当期減少 当期末

提出会社
（親会社）

― ― ― ― ― ― （注）

(注)　新株予約権のうち、ストック・オプションについては、「(ストック・オプション等関係)」に記載して

おります。

 

(3)配当に関する事項

①配当金の支払

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年８月18日
定時株主総会

普通株式 92百万円 ３円 平成18年５月31日 平成18年８月21日

　

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるも

の

決議 株式の種類 配当原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年８月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 118百万円 ３円 平成19年５月31日 平成19年８月27日
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当連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

  前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式
普通株式

39,465,000 ― ― 39,465,000

自己株式
普通株式

11,889 1,300,300 ― 1,312,189

(注)１　自己株式の当期増加は、取締役会決議に基づく取得(1,300,000株)によるものであります。

　　２　自己株式の当期増加は、単元未満株式の買取(300株)によるものであります。

 

(2)新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

  新株予約権
の内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計年
度末残高前連結会計

年度末
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

平成18年
ストック・オプ
ションとしての
新株予約権　

― ― ― ― ― 29百万円

(注)　新株予約権のうち、ストック・オプションについては、「（ストック・オプション等関係）」に記載して

おります。

 

(3)配当に関する事項

①配当金の支払

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年８月24日
定時株主総会

普通株式 118百万円 ３円 平成19年５月31日 平成19年８月27日

　

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるも

の

決議予定 株式の種類 配当原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年８月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 114百万円 ３円 平成20年５月31日 平成20年８月25日
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 (連結キャッシュ・フロー計算書関係)
 

前連結会計年度
(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

 

　　　　　　　(平成19年５月31日現在)

現金預金勘定 9,022百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△1,265 

現金及び現金同等物 7,756 

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

 

　　　　　　　(平成20年５月31日現在)

現金預金勘定 8,884百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△1,265 

現金及び現金同等物 7,618 
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(リース取引関係)

 
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
　　　　　　　　　　　工具器具・備品  

取得価額相当額 10百万円

減価償却累計額相当額 7  

期末残高相当額 2  
 
２　未経過リース料期末残高相当額

 
１年以内 2 百万円

１年超 4  

計 6  
 
３　支払リース料等

 
(1)支払リース料 2 百万円

(2)減価償却費相当額 2  
(3)支払利息相当額 0  

 
４　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 
５　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
　　　　　　　　　　工具器具・備品  

取得価額相当額 44百万円

減価償却累計額相当額 10 

期末残高相当額 33 
 
２　未経過リース料期末残高相当額

 
１年以内 7 百万円

１年超 27 

計 34 
 
３　支払リース料等

 
(1)支払リース料 6 百万円

(2)減価償却費相当額 7  
(3)支払利息相当額 0  

 
４　減価償却費相当額の算定方法

　　同左

 
 
５　利息相当額の算定方法

　　同左
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(有価証券関係)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度
(平成19年５月31日)

当連結会計年度
(平成20年５月31日)

取得原価
 

(百万円)

連結貸借対照表
計上額
(百万円)

差額
 

(百万円)

取得原価
 

(百万円)

連結貸借対照表
計上額
(百万円)

差額
 

(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

           

　　(1)株式 167 209 42 ― ― ―

　　(2)その他 ― ― ― ― ― ―

小計 167 209 42 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

           

　　(1)株式 272 251 △21 399 313 △85

　　(2)その他 ― ― ― ― ― ―

小計 272 251 △21 399 313 △85

合計 439 461 21 399 313 △85

 

 

前連結会計年度
(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時

価のある株式について、174百万円減損処理を行っ

ております。

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価の

ある株式について、18百万円減損処理を行っておりま

す。

 

 

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
  至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日

  至　平成20年５月31日)

売却額(百万円) 52   48  

売却益の合計(百万円) 37   8  

売却損の合計(百万円) 96   0  
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３　その他有価証券で時価評価されていない主なもの

区分

前連結会計年度
(平成19年５月31日)

当連結会計年度
(平成20年５月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

非上場株式 143  137 

非上場国債 19  14 

合計 163  152 

 

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定

区分

前連結会計年度
(平成19年５月31日)

当連結会計年度
(平成20年５月31日)

１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

債券                

　国債 19 ― ― ― ― 14 ― ―

 

 (デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)

　当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。

当連結会計年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)

　当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。
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 (退職給付関係)
 

前連結会計年度
(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び日本建設株式会社は、確定給付型の制度とし

て、従業員に対する退職給与の100％に対し適格退職年

金制度を、株式会社機動技研は中小企業退職金共済制度

をそれぞれ採用しております。但し、当社について、平成

18年11月30日付で旧昭和機工株式会社と合併したこと

に伴い、当社に引き継がれた旧昭和機工株式会社の従業

員であった者については、経過措置として制度統合まで

の間、旧昭和機工株式会社の退職一時金制度を引き続き

採用しております。また、その他の子会社は短期間契約

の従業員のため退職金制度は採用しておりません。

 

１　採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として従業員に対する退職

給与の100％に対し適格退職年金制度を、日本建設株式

会社は従業員に対する退職給与の100%に対し確定給付

企業年金制度を、株式会社機動技研は中小企業退職金共

済制度をそれぞれ採用しております。また、その他の子

会社は短期間契約の従業員のため退職金制度は採用し

ておりません。

 

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △2,876百万円

年金資産 1,559 

未積立退職給付債務 △1,317 

未認識数理計算上の差異 △164 

退職給付引当金 △1,481 

(注)　旧昭和機工株式会社から引き継いだ退職一時金

制度は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採

用し、自己都合期末要支給額を退職給付債務と見

なしております。

 

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △2,791百万円

年金資産 1,434 

未積立退職給付債務 △1,357 

未認識数理計算上の差異 △3  

退職給付引当金 △1,360 

(注)　旧昭和機工株式会社から引き継いだ退職一時金

制度は、平成19年12月１日付をもって当社の退職

金制度に統合いたしました。

 

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 133百万円

利息費用 58 

期待運用収益 △31 
数理計算上の差異の
費用処理額

△2  

退職給付費用 157 

(注)１　簡便法を採用している旧昭和機工株式会社か

ら引き継いだ退職一時金制度の退職給付費用

は、勤務費用に計上しております。

　　２　株式会社機動技研が採用している中小企業退職

金共済制度は、当連結会計年度に発生した要拠

出額を勤務費用に計上しております。

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 136百万円

利息費用 57 

期待運用収益 △36 
数理計算上の差異の
費用処理額

△9  

退職給付費用 147 

(注)１　株式会社機動技研が採用している中小企業退

職金共済制度は、当連結会計年度に発生した要

拠出額を勤務費用に計上しております。
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前連結会計年度
(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

 
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
 
 （当社）
退職給付見込額の
期間配分法

期間定額基準法  

割引率 2.0％  

期待運用収益率 2.5％  
数理計算上の差異の
処理年数

７年  

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により発生した連結会計年度から償却

することとしております。)

 
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
 
 （当社）
退職給付見込額の
期間配分法

期間定額基準法  

割引率 2.0％  

期待運用収益率 2.5％  
数理計算上の差異の
処理年数

７年  

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により発生した連結会計年度から償却

することとしております。)

（日本建設株式会社）
退職給付見込額の
期間配分法

期間定額基準法  

割引率 2.0％  

期待運用収益率 2.0％  
数理計算上の差異の
処理年数

10年  

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により発生した連結会計年度の翌期か

ら償却することとしております。)

（日本建設株式会社）
退職給付見込額の
期間配分法

期間定額基準法  

割引率 2.0％  

期待運用収益率 2.0％  
数理計算上の差異の
処理年数

10年  

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により発生した連結会計年度の翌期か

ら償却することとしております。)

 
前へ　　次へ     
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)

当該連結会計年度における費用計上額及び科目名

　 　　販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　　12百万円

 

当連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

１．当該連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　 16百万円

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年８月26日 平成18年８月18日

付与対象者の区分
及び人数（名）

当社及び子会社の取締役・監査役 ２０ 当社の取締役　　７

当社執行役員及び顧問　　　　　 １２ 当社の執行役員　７

当社及び子会社の従業員　　　 ２０６  

株式の種類及び
付与数（株）

普通株式　　  1,500,000　(注) 普通株式　　  400,000　(注)

付与日 平成17年８月29日 平成18年８月22日

権利確定条件 該当ありません。 該当ありません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成17年９月７日 自　平成20年８月19日

至　平成24年９月６日 至　平成28年８月18日

(注)　株式数に換算して記載しております。
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　  　①ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年８月26日 平成18年８月18日

権利確定前    

期首（株） 538,000 304,000

付与（株） ― ―

　失効（株） 26,000 ―

権利確定（株） ― ―

　未確定残（株） 512,000 304,000

権利確定後    

期首（株） 654,000 ―

権利確定（株） ― ―

権利行使（株） ― ―

　失効（株） 30,000 ―

　未行使残（株） 624,000 ―

（注）　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につい

ては、株式数に換算して記載しております。

 

　　　 ②単価情報

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年８月26日 平成18年８月18日

権利行使価格（円） 658 254

行使時平均株価（円） ― ―

付与日における公正な評価単価（円） ― 110

 

前へ　　次へ     
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(税効果会計関係)

　　　
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産    

退職給付引当金 592百万円

有価証券評価損 70 

賞与引当金 58 

完成工事補償引当金 42 

繰越欠損金 114 

その他 136 

繰延税金資産小計 1,014 

評価性引当金 △33 

繰延税金資産合計 980 

     

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △204 

のれん償却額 △71 

その他 △14 

繰延税金負債合計 △290 

繰延税金資産の純額 690 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産    

退職給付引当金 546百万円

貸倒引当金 74 

工事損失引当金 20 

賞与引当金 62 

完成工事補償引当金 48 

繰越欠損金 165 

その他 166 

繰延税金資産小計 1,083 

評価性引当金 △74 

繰延税金資産合計 1,009 

     

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △197 

のれん償却額 △142 

繰延税金負債合計 △339 

繰延税金資産の純額 669 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
法定実効税率 40.4％

 

交際費等損金不算入項目 17.5％

受取配当金益金不算入項目 △7.1％

住民税均等割額 7.2％

追徴税額 4.5％

評価性引当増減 7.8％

のれん償却 8.7％

その他 1.4％

税効果会計適用後の法人税等の　負
担率

80.4％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
法定実効税率 40.4％

 

交際費等損金不算入項目 12.8％

受取配当金益金不算入項目 △2.0％

住民税均等割額 11.1％

評価性引当増減 10.6％

その他 5.8％

税効果会計適用後の法人税等の　負
担率

78.7％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)

当社及び連結子会社は建設事業、不動産事業及び金融・投資事業を行っております。

  建設事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

金融・投資
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益            

売上高            

(１)外部顧客に
対する売上高

43,950 3,175 21 47,147 ― 47,147

(２)セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 2 ― 2 (2) ―

計 43,950 3,177 21 47,150 (2) 47,147

営業費用 43,459 2,921 12 46,393 (2) 46,390

営業利益 491 256 8 756 ― 756

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

           

資産 34,814 2,051 11 36,878 757 37,635

減価償却費 155 20 ― 175 2 178

資本的支出 333 ― ― 333 ― 333

(注) １　事業区分の方法

事業の種類、性質の類似性等の観点から事業区分を行っております。

２　各事業区分に属する主要な内容

　　建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

　　不動産事業：不動産の売買、仲介及び賃貸に関する事業

　　金融・投資事業：金融・投資に関する事業

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産757百万円の主なものは、親会社の

長期投資資金（投資有価証券等）であります。
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当連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

当社及び連結子会社は建設事業、不動産事業及び金融・投資事業を行っております。

  建設事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

金融・投資
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益            

売上高            

(１)外部顧客に
対する売上高

50,395 2,484 23 52,903 ― 52,903

(２)セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 1 ― 1 (1) ―

計 50,395 2,486 23 52,905 (1) 52,903

営業費用 49,579 2,231 12 51,822 (1) 51,821

営業利益 816 255 10 1,082 ― 1,082

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

           

資産 34,460 3,729 10 38,200 613 38,813

減価償却費 160 18 ― 178 1 180

資本的支出 36 ― ― 36 ― 36

(注) １　事業区分の方法

事業の種類、性質の類似性等の観点から事業区分を行っております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

不動産事業：不動産の売買、仲介及び賃貸に関する事業

金融・投資事業：金融（保険代理店業務含む）・投資に関する事業

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産613百万円の主なものは、長期投資

資金（投資有価証券等）であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の

割合がいずれも90%を超えているため、記載を省略しております。

当連結会計年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の

割合がいずれも90%を超えているため、記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前連結会計年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)

海外売上高が連結売上高の10%未満であるため、記載を省略しております。

当連結会計年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)

海外売上高が連結売上高の10%未満であるため、記載を省略しております。

 

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)

該当事項はありません。

当連結会計年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)

該当事項はありません。

EDINET提出書類

機動建設工業株式会社(E00274)

有価証券報告書

 72/111



 

(企業結合等関係) 

前連結会計年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)

１　結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引

の目的を含む取引の概要

(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容

①結合企業

名称 機動建設工業株式会社
事業の内容 建設業、不動産業

②被結合企業

名称 昭和機工株式会社
事業の内容 建設機器開発、製造、賃貸、販売、修理

③被結合企業

名称 新昭和機工株式会社
事業の内容 建設機器賃貸

(2)企業結合の法的形式

　　　　　　当社を存続会社とする吸収合併方式であり、昭和機工株式会社及び新昭和機工株式会社は解散い

たしました。当社の全額出資子会社との合併であるため、本合併に際して新株式の発行及び

合併交付金の支払いは行っておりません。

(3)結合後企業の名称

　　機動建設工業株式会社

(4)取引の目的を含む取引の概要

①合併の目的

　　　　　　土木工事に係る機材等を保有する昭和機工株式会社及び新昭和機工株式会社を吸収合併するこ

とにより、更に効率的なグループ経営の推進を図るものであります。

　　　　②合併期日

　　　　　　平成18年11月30日

２　実施した会計処理の概要

　　　　　　当社が昭和機工株式会社及び新昭和機工株式会社より受け入れた資産及び負債は、合併期日の前

日に付された適正な帳簿価格により計上しております。

 

当連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

該当事項ありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

１株当たり純資産額　　　　　　 　       221.65円 １株当たり純資産額　　　　　　 　       221.60円

１株当たり当期純利益　　　　       　　 　0.41円 １株当たり当期純利益　　  　　     　　　 0.12円

(注) １　前連結会計年度及び当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきまし

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　　 ２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前連結会計年度
(平成19年５月31日)

当連結会計年度
(平成20年５月31日)

連結貸借対照表の純資産の
部の合計額

(百万円) 9,168 8,932

純資産の部の合計額から
控除する金額

(百万円) 423 478

(うち新株予約権) (百万円) 12 29

(うち少数株主持分) (百万円) 410 448

普通株式に係る期末の純
資産額

(百万円) 8,744 8,454

１株当たり純資産額の算
定に用いられた期末の普
通株式の数

(株) 39,453,111 38,152,811

 
３　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

当期純利益 (百万円) 15 4

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 15 4

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (株) 37,334,254 38,796,083

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要

平成17年８月26日定時株主総会決議 平成17年８月26日定時株主総会決議
ストックオプション ストックオプション

   
（新株予約権） （新株予約権）
普通株式　　1,192,000　株 普通株式　　1,136,000　株

   
平成18年８月18日定時株主総会決議 平成18年８月18日定時株主総会決議
ストックオプション ストックオプション
   
（新株予約権） （新株予約権）
普通株式　　  304,000　株 普通株式　　  304,000　株

EDINET提出書類

機動建設工業株式会社(E00274)

有価証券報告書

 74/111



 

(重要な後発事象)

 

(前連結会計年度)

　　　　　 該当事項ありません。

 

(当連結会計年度)

平成20年４月25日開催の臨時株主総会において、株式移転により完全親会社となる「日本

インテグランドホールディングス株式会社」を設立することを決議いたしました。

よって、当社は、平成20年６月25日に上場廃止となり、平成20年７月１日をもって持株会社

となる「日本インテグランドホールディングス株式会社」が上場承認され、当社はその完全

子会社となっております。

また、平成20年７月１日の取締役会において、持株会社体制の更なる整備に向け、当社を分

割会社とし、「日本インテグランドホールディングス株式会社」を承継会社とする「吸収分

割契約」の締結を行っております。

その詳細につきましては、「第２　事業の状況　５　経営上の重要な契約等」をご参照下さ

い。
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⑤ 【連結附属明細表】

 

【社債明細表】

 

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

当社
第20回無担保
社債

平成17年
12月27日

340
(160)

180
(180)

年0.67無担保社債
平成20年
12月26日

当社
第21回無担保
社債

平成20年
３月27日

―
300
(60)

年1.18無担保社債
平成25年
３月27日

当社
第22回無担保
社債

平成20年
３月25日

―
300
(―)

年1.24無担保社債
平成23年
３月25日

合計 ― ―
340
(160)

780
(240)

     

(注) １　前期末残高及び当期末残高のうち( )内の金額は内書きで、一年以内に償還期日が到来するため、連結貸

借対照表においては流動負債「一年以内償還予定社債」として区分掲記しております。

２　社債の連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

240 60 360 60 60

 

【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,050 1,882 2.0 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 470 581 2.8 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定のものを
除く)

825 595 2.2
平成21年６月15日
～平成24年12月17日

リース債務(１年以内に返済予定のものを
除く)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 3,345 3,059 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額

は以下のとおりであります。

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

32 32 32 497
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

 

    第65期
(平成19年５月31日)

第66期
(平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
(％)

金額（百万円）
構成比
(％)

(資産の部)              

Ⅰ　流動資産              

　　　現金預金     3,079     2,973  

　　　受取手形 ※3.4   691     513  

　　　完成工事未収入金     1,715     1,801  

　　　未成工事支出金     733     262  

　　　販売用不動産 ※1   1,613     3,350  

　　　材料貯蔵品     2     1  

　　　前払費用     13     9  

　　　繰延税金資産     96     124  

　　　その他     192     211  

　　　貸倒引当金     △8     △10  

　　　　流動資産合計     8,13049.3   9,23954.3

Ⅱ　固定資産              

１　有形固定資産              

　　　建物 ※1 2,231     2,103    

　　　　減価償却累計額   △1,198 1,033   △1,166 937  

　　　構築物 ※1 85     84    

　　　　減価償却累計額   △57 28   △59 25  

　　　機械装置   3,179     3,103    

　　　　減価償却累計額   △2,916 262   △2,909 194  

　　　車両運搬具   117     103    

　　　　減価償却累計額   △109 7   △97 5  

　　　工具器具・備品   1,458     1,397    

　　　　減価償却累計額   △1,328 129   △1,296 101  

　　　土地 ※1   4,203     4,181  

　　　　有形固定資産合計     5,66534.3   5,44432.0
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    第65期
(平成19年５月31日)

第66期
(平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
(％)

金額（百万円）
構成比
(％)

２　無形固定資産              

　　　特許権     1     1  

　　　ソフトウェア     0     0  

　　　電話加入権     21     21  

　　　　無形固定資産合計     23 0.1   23 0.2

３　投資その他の資産              

　　　投資有価証券     125     76  

　　　関係会社株式     2,096     2,056  

　　　出資金     3     3  
　　　従業員に対する
　　　長期貸付金

    1     0  

　　　関係会社に対する
　　　長期貸付金

    5     ―  

　　　更生債権等     33     86  

　　　差入保証金     205     ―  

　　　繰延税金資産     80     19  

　　　その他     55     84  

　　　貸倒引当金     △58     △63  

　　　　投資その他の資産合計     2,54815.5   2,26513.3

　　　　固定資産合計     8,23749.9   7,73345.5

Ⅲ　繰延資産              

　　  株式交付費     130     16  

　　  社債発行費     ―     11  

　　　　繰延資産合計     130 0.8   28 0.2

　　　　資産合計     16,498100.0   17,001100.0
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    第65期
(平成19年５月31日)

第66期
(平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
(％)

金額（百万円）
構成比
(％)

(負債の部)              

Ⅰ　流動負債              

　　　支払手形 ※2.3   1,729     1,890  

　　　工事未払金 ※2   1,165     1,318  

　　　短期借入金 ※1   2,050     1,882  
一年以内返済予定
長期借入金

※1   470     581  

一年以内償還予定社債 ※1   160     240  

　　　未払金     184     48  

　　　未払費用     3     3  

　　　未払法人税等     47     21  

　　　未成工事受入金     455     909  

　　　預り金     10     8  

　　　工事損失引当金     4     16  

　　　その他     124     138  

　　　　流動負債合計     6,40638.8   7,06141.5

Ⅱ　固定負債              

　　　社債 ※1   180     540  

　　　長期借入金 ※1   825     595  

　　　退職給付引当金     355     319  

　　　その他     44     61  

　　　　固定負債合計     1,4048.5   1,5168.9

　　　　負債合計     7,81147.3   8,57750.4
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    第65期
(平成19年５月31日)

第66期
(平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
(％)

金額（百万円）
構成比
(％)

(純資産の部)              

Ⅰ　株主資本              

１　資本金     4,07924.7   4,07924.0

２　資本剰余金              

(１)　資本準備金   3,217     3,217    

(２)　その他資本剰余金   606     606    

資本剰余金合計     3,82323.2   3,82322.5

３　利益剰余金              

　その他利益剰余金              

　　　　固定資産圧縮積立金   302     290    

　　　　繰越利益剰余金   468     334    

　　　　利益剰余金合計     771 4.7   625 3.7

４　自己株式     △2 △0.0   △134△0.8

株主資本合計     8,671     8,394  

Ⅱ　評価・換算差額等              

　　　その他有価証券評価差額金     2     ―  

評価・換算差額等合計     2 0.0   ― ―

Ⅲ　新株予約権     12 0.1   29 0.2

　純資産合計     8,68652.7   8,42349.6

　負債・純資産合計     16,498100.0   17,001100.0
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② 【損益計算書】

 

   
第65期

(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

第66期
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
(％)

金額（百万円）
百分比
(％)

Ⅰ　売上高              

　　完成工事高     13,179100.0   13,374100.0

Ⅱ　売上原価              

　　完成工事原価     12,31293.4   12,45693.1

　　完成工事総利益     867 6.6   918 6.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費              

　　役員報酬   119     98    

　　従業員給料手当   107     139    

　　退職金   ―     0    

　　退職給付引当金繰入額   3     0    

　　株式報酬費用   12     16    

　　法定福利費   23     25    

　　福利厚生費   5     4    

　　修繕維持費   0     1    

　　事務用品費   14     11    

　　通信交通費   37     26    

　　動力用水光熱費   7     6    

　　調査研究費 ※1 4     3    

　　広告宣伝費   3     0    

　　貸倒引当金繰入額   ―     1    

　　交際費   5     6    

　　寄付金   0     0    

　　地代家賃   59     40    

　　減価償却費   35     30    

　　租税公課   41     36    

　　保険料   4     4    

　　雑費   102 591 4.5 106 561 4.2

営業利益     276 2.1   356 2.7
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第65期

(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

第66期
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
(％)

金額（百万円）
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益              

　　受取利息   11     4    

　　受取配当金 ※2 88     15    

　　その他 ※2 39 138 1.0 40 60 0.4

Ⅴ　営業外費用              

　　支払利息   92     101    

　　株式交付費償却額   110     114    

　　その他   38 241 1.8 38 254 1.9

経常利益     173 1.3   162 1.2

Ⅵ　特別利益              

　　固定資産売却益 ※3 63     1    

　　投資有価証券売却益   62     7    

　　抱合せ株式消滅差益 ※4 177     ―    

　　その他   9 312 2.3 1 11 0.1

Ⅶ　特別損失              

　　固定資産除却損 ※5 ―     17    

　　投資有価証券売却損   82     ―    

　　投資有価証券評価損   174     ―    

　　貸倒引当金繰入額   ―     40    

　　前期損益修正損 ※6 ―     18    

　　関係会社株式評価損   ―     40    

　　その他   26 282 2.1 15 132 1.0

税引前当期純利益     203 1.5   41 0.3

法人税、住民税
及び事業税

  57     34    

　　法人税等調整額   △14 42 0.3 34 68 0.5

　　当期純利益又は
当期純損失（△）

    160 1.2   △26 △0.2
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完成工事原価報告書

 

   
第65期

(自　平成18年６月１日
　至　平成19年５月31日)

第66期
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
(％)

金額（百万円）
構成比
(％)

　材料費   1,147 9.3 1,431 11.5

　労務費   72 0.6 64 0.5

　外注費   5,210 42.3 5,791 46.5

　経費   5,880 47.8 5,169 41.5

　(うち人件費)   (915) (7.4) (860) (6.9)

計   12,312 100.0 12,456 100.0

(注)　原価計算の方法は、個別原価計算であります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他資本
剰余金

その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

平成18年５月31日残高(
百万円)

3,062 2,200 606 313 388 △2 6,569

事業年度中の変動額              

新株の発行 1,016 1,016         2,033

剰余金の配当         △92   △92

積立金の取崩し       △11 11   ―

当期純利益         160   160

自己株式の取得           △0 △0

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

            ―

事業年度中の変動額合計
(百万円)

1,016 1,016 ― △11 80 △0 2,101

平成19年５月31日残高(
百万円)

4,079 3,217 606 302 468 △2 8,671

 

 

評価・換算差額等

新株予約権
純資産
合計

 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成18年５月31日残高(
百万円)

9 9 ― 6,578

事業年度中の変動額        

新株の発行       2,033

剰余金の配当       △92

積立金の取崩し       ―

当期純利益       160

自己株式の取得       △0

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

△6 △6 12 5

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△6 △6 12 2,107

平成19年５月31日残高(
百万円)

2 2 12 8,686
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当事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他資本
剰余金

その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

平成19年５月31日残高(
百万円)

4,079 3,217 606 302 468 △2 8,671

事業年度中の変動額              

剰余金の配当         △118   △118

積立金の取崩し       △11 11   ―

当期純損失（△）         △26   △26

自己株式の取得           △131 △131

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

            ―

事業年度中の変動額合計
(百万円)

― ― ― △11 △133 △131 △276

平成20年５月31日残高(
百万円)

4,079 3,217 606 290 334 △134 8,394

 

 

評価・換算差額等

新株予約権
純資産
合計

 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成19年５月31日残高(
百万円)

2 2 12 8,686

事業年度中の変動額        

剰余金の配当       △118

積立金の取崩し       ―

当期純損失（△）       △26

自己株式の取得       △131

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

△2 △2 16 14

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△2 △2 16 △262

平成20年５月31日残高(
百万円)

― ― 29 8,423
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重要な会計方針

  第65期 第66期

１　有価証券の評価基準及び評

価方法

①子会社株式

　　　移動平均法による原価法

②その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　売却原価は移動平均法により、期末

日の評価は市場価格等に基づく時

価法

　　　評価差額の処理は全部純資産直入

法

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

①子会社株式

　　　同左

②その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　同左

 
 
 
 
　　時価のないもの

　　　同左

２　たな卸資産の評価基準及び

評価方法

①未成工事支出金

　個別法による原価法

②販売用不動産

　個別法による原価法

①未成工事支出金

　同左

②販売用不動産

　同左

３　固定資産の減価償却の方法 有形固定資産

　本社ビルおよび平成10年４月１日以

降取得した建物（附属設備を除く）は

定額法、その他については定率法に

よっております。

 
（会計処理の変更）

法人税法の改正((所得税法等の一部

を改正する法律平成19年３月30日法律

第６号)及び(法人税法施行令の一部を

改正する政令平成19年３月30日政令第

83号))に伴い、平成19年４月１日以降

取得資産の減価償却方法については、

改正後の法人税法に定める方法によっ

ております。

なお、これによる損益に与える影響

はありません。

 
主な耐用年数

　建物・構築物　15年～38年

有形固定資産

　同左

 
 
 
 
（追加情報）

当期から法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31以前に取得したものに

ついては、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年から取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間で

均等償却する方法によっております。

なお、この変更による損益に与える

影響は軽微であります。

 
主な耐用年数

　建物・構築物　15年～38年

 

４　繰延資産の処理方法 株式交付費

　３年で定額法により償却しておりま

す。

（表示方法の変更）

　「新株予約権発行費」(101百万円)

は、当期より当期に発生した増資に伴

う「株式交付費」に含めて表示してお

ります。

また、「新株予約権発行費償却」

(101百万円)につきましては、当期より

「株式交付費償却額」に含めて表示し

ております。

①株式交付費

　　同左

 
―――――

――――― ②社債発行費

　　　社債の償還期間（３年から５年）

で、定額法により償却しておりま

す。
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  第65期 第66期

５　引当金の計上基準 ①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については過去一定期間

における貸倒実績から算出した貸倒実

績率による繰入額を計上し、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に

回収可能性を勘案して必要額を計上し

ております。

①貸倒引当金

同左

 
 
 
 
 
 

  ②工事損失引当金

個別工事により将来発生見込みのあ

る損失額を勘案し計上しております。

②工事損失引当金

　同左

  ③賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充て

るため支給見込額のうち当期に負担

すべき費用を見積計上する見積計上

基準によっております。

なお、当期においては、支給見込額

がないため計上しておりません。

③賞与引当金

同左

 
 
 
 
 

  ④退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、期

末日における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末におい

て発生していると認められる額を計

上しております。

　また、数理計算上の差異については

各事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(７年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生した事業年度よ

り費用処理しております。

④退職給付引当金

　同左

６　収益及び費用の計上基準 ①完成工事高の計上基準

完成工事高の計上は、原則として工

事完成基準によっておりますが、請負

金額１億円以上で、かつ工期が１年超

の工事については工事進行基準を採

用しております。

　なお、工事進行基準による完成工事高

は2,371百万円であります。

①完成工事高の計上基準

完成工事高の計上は、原則として工

事完成基準によっておりますが、請負

金額１億円以上で、かつ工期が１年超

の工事については工事進行基準を採

用しております。

　なお、工事進行基準による完成工事高

は2,695百万円であります。

７　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

　同左

８　消費税等の会計処理 　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

　同左
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会計処理の変更

第65期 第66期

　（企業結合に係る会計基準等）

当期から「企業結合に係る会計基準」（企業会計審

議会平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会平成17年12月27日企業

会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員

会最終改正平成18年12月22日企業会計基準適用指針第

10号)を適用しております。

これにより、税引前当期純利益が177百万円増加して

おります。

　　　　　 　　　―――――

　（ストック・オプション等に関する会計基準等）

当期から「ストック・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会平成17年12月27日企業会計

基準第８号）及び「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会最終改正

平成18年５月31日企業会計基準適用指針第11号）を適

用しております。

これにより、株式報酬費用12百万円が費用として計上

され、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額

減少しております。

　　　　　 　　　―――――

　（役員賞与に関する会計基準）

当期から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計

委員会平成17年11月29日企業会計基準第４号）を適用

しております。

  その結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、
経常利益及び税引前当期純利益は9百万円減少しており

ます。

　　　　　 　　　―――――

 

表示方法の変更

（貸借対照表関係）

第65期 第66期

　前期は区分掲記しておりました流動資産「未収入金」

(当期125百万円)につきましては、資産総額の100分の1

以下であるため、当期は流動資産「その他」に含めて表

示しております。

　　　　　 　　　―――――

　　　　　 　　　――――― 　前期は区分掲記しておりました投資その他の資産「差

入保証金」(当期35百万円)につきましては、資産総額の

100分の1以下であるため、当期は投資その他の資産「そ

の他」に含めて表示しております。
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（損益計算書関係）

第65期 第66期

　　　　　 　　　――――― 特別損失「固定資産除却損」は特別損失総額の100分

の10以上であるため、当期より区分掲記しております。

なお、前期は特別損失「その他」に12百万円含まれてお

ります。

　　　　　 　　　――――― 前期は区分掲記しておりました特別損失「投資有価

証券売却損」（当期０百万円）につきましては、特別損

失総額の100分の10以下であるため、当期は特別損失

「その他」に含めて表示しております。

 

注記事項

(貸借対照表関係)

第65期 第66期

※１　担保に供している資産

　(1)下記の資産は次の債務の担保に供しております。

　　　担保差入資産

販売用不動産 467百万円

建物・構築物 999 
土地 3,991 

計 5,459 

※１　担保に供している資産

　(1)下記の資産は次の債務の担保に供しております。

　　　担保差入資産

販売用不動産 1,997百万円

建物・構築物 877 
土地 3,921 

計 6,795 
 

 
　　　債務の内訳

長期借入金 355百万円

(１年以内返済予定 230百万円を含む)

短期借入金 900 
社債 340 
(１年以内償還予定 160百万円を含む)

計 1,595 

　　　債務の内訳

長期借入金 757百万円

(１年以内返済予定 161百万円を含む)

短期借入金 1,100 

計 1,857 
     

     

※２　関係会社に対する負債

支払手形及び工事未払金 8 百万円

     

２　          　―――――
     
     

３　          　―――――
 

※３　期末満期手形の処理

　　　期末満期手形の処理は、手形交換日をもって会計処

理いたしております。

　　　従って当期の末日は金融機関が休日のため、次の期

末満期手形が期末残高に含まれております。

 
　受取手形 56百万円

　支払手形 205百万円

※４　偶発債務

  受取手形裏書譲渡高 388百万円

４　偶発債務

　　当社は、公正取引委員会による新潟市の発注工事

に関する排除勧告について同意審決を受けたこと

にともない、新潟市から損害賠償額（23百万円）

の提示を受けております。
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 (損益計算書関係)

第65期 第66期

※１　研究開発費

　　一般管理費に含まれる研究開発費　　4　百万円

※１　研究開発費

　　一般管理費に含まれる研究開発費　　3　百万円

※２　関係会社に対するものは次のとおりであります。

 
　受取配当金 87百万円

     

※２　関係会社に対するものは次のとおりであります。

 
　受取配当金 15百万円

　その他 9  

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
　土地・建物 57百万円

　機械・工具 6  

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
　機械・工具 1 百万円

     

※４　抱合せ株式消滅差益

　　　連結子会社であった２社を吸収合併したことによ

り、当該子会社株式の帳簿価格と増加株主資本と

の差額を「抱合せ株式消滅差益」（177百万円）

として特別利益に計上しております。

４　          　―――――
 

５　          　―――――
 

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
　建物 11百万円

　機械・工具 5  

６　          　―――――
 

※６　前期損益修正損の内容は次のとおりであります。

 
　過年度時間外手当 18百万円

     

 

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

  前期末
株式数(株)

当期増加
株式数(株)

当期減少
株式数(株)

当期末
株式数(株)

自己株式
普通株式

10,955 934 ― 11,889

(注)　自己株式の当期増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

当事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

  前期末
株式数(株)

当期増加
株式数(株)

当期減少
株式数(株)

当期末
株式数(株)

自己株式
普通株式

11,889 1,300,300 ― 1,312,189

(注)１　自己株式の当期増加は、取締役会決議に基づく取得(1,300,000株)によるものであります。

　　２　自己株式の当期増加は、単元未満株式の買取(300株)によるものであります。
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(リース取引関係)

第65期 第66期

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
　　　　　　　　　　工具器具・備品

取得価額相当額 3 百万円

減価償却累計額相当額 3  

期末残高相当額 0  
 
２　未経過リース料期末残高相当額

 
１年以内 0 百万円

１年超 ―  

計 0  
 
３　支払リース料等

 
(1)支払リース料 0 百万円

(2)減価償却費相当額 0  
(3)支払利息相当額 0  
 
４　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 
５　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　　　　　　 　　―――――

 
     
     
     
 
 
 
２　　　　　　 　　―――――

 
     
     

     
 
３　支払リース料等

 
(1)支払リース料 0 百万円

(2)減価償却費相当額 0  
(3)支払利息相当額 0  
 
４　減価償却費相当額の算定方法

　　同左

 
 
５　利息相当額の算定方法

　　同左

 

 (有価証券関係)

第65期(平成19年５月31日現在)

子会社株式で時価のあるものはありません。

第66期(平成20年５月31日現在)

子会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

 

第65期 第66期

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産    

退職給付引当金 143百万円

減損損失 29 

貸倒引当金 7  

工事損失引当金 1  

有価証券評価損 70 

繰越欠損金 80 

その他 49 

繰延税金資産合計 383 

     

繰延税金負債    
その他有価証券評価
差額金

△1  

固定資産圧縮積立金 △204 

繰延税金負債合計 △206 

繰延税金資産の純額 176 

繰延税金資産    

退職給付引当金 129百万円

減損損失 29 

貸倒引当金 13 

工事損失引当金 6  

繰越欠損金 97 

その他 72 

繰延税金資産小計 348 

評価性引当金 △7  

繰延税金資産合計 341 

     

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △197 

繰延税金負債合計 △197 

繰延税金資産の純額 144 

     

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　

法定実効税率 40.4％

 

交際費等損金不算入項目 20.4％

受取配当金益金不算入項目 △14.5％

抱合せ株式消滅差益 △35.3％

住民税均等割額 15.5％

その他 △2.8％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

23.7％

 
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.4％

 

交際費等損金不算入項目 49.8％

受取配当金益金不算入項目 △14.9％

住民税均等割額 68.8％

評価性引当増減 18.1％

その他 3.1％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

165.3％

   

 

 

(企業結合等関係) 

前事業年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)

連結財務諸表の注記事項(企業結合等関係)に記載しているため、記載を省略しております。

 

当事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

      該当事項ありません。
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(１株当たり情報)

 

第65期 第66期

１株当たり純資産額　　　　　　 　       219.85円 １株当たり純資産額　　　　　　 　       220.02円

１株当たり当期純利益　　       　　　　 　4.31円 １株当たり当期純損失　　 　　      　　　 0.69円

（注）１ 　前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため、記載しておりません。

　　　２ 　当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、１株当たり当期純損失を計上し、

かつ希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目 第65期 第66期

貸借対照表の純資産の部
の合計額

(百万円) 8,686 8,423

純資産の部の合計額から
控除する金額

(百万円) 12 29

(うち新株予約権) (百万円) 12 29

普通株式に係る期末の純
資産額

(百万円) 8,673 8,394

１株当たり純資産額の算
定に用いられた期末の普
通株式の数

(株) 39,453,111 38,152,811

 
　　　４　１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目 第65期 第66期

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 160 △26

普通株式に係る
当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 160 △26

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (株) 37,334,254 38,796,083

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要

平成17年８月26日定時株主総会決議 平成17年８月26日定時株主総会決議

ストックオプション ストックオプション

   
（新株予約権） （新株予約権）
普通株式　　1,192,000　株 普通株式　　1,136,000　株

   
平成18年８月18日定時株主総会決議 平成18年８月18日定時株主総会決議
ストックオプション ストックオプション
   
（新株予約権） （新株予約権）
普通株式　　  304,000　株 普通株式　　  304,000　株
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(重要な後発事象)

 

(第65期)

　　　　　該当事項ありません。

 

        (第66期)

　　　　　連結財務諸表の注記事項（重要な後発事象）に記載しているため、記載を省略しております。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 

銘　　　柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券 Ｔｒａｎｓｃｕ Ｌｔｄ． 667 50

    関西国際空港株式会社 200 10

    その他5銘柄 961 1

計 1,828 61

 

【債券】

 

銘　　　柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券 47回　分離元本国債 10 9

    42回　分離元本国債 5 4

計 15 14
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【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引
当期末残高
(百万円)

有形固定資産              

　建物 2,231 12 140 2,103 1,166 51 937

　構築物 85 ― 1 84 59 2 25

　機械装置 3,179 ― 76 3,103 2,909 64 194

　車両運搬具 117 ― 14 103 97 1 5

　工具器具・備品 1,458 13 73 1,397 1,296 37 101

　土地 4,203 ― 22 4,181 ― ― 4,181

有形固定資産計 11,276 25 328 10,973 5,528 157 5,444

無形固定資産              

　特許権 ― ― ― 2 0 0 1

　ソフトウェア ― ― ― 7 7 0 0

　電話加入権 ― ― ― 23 2 ― 21

無形固定資産計 ― ― ― 33 9 0 23

繰延資産              

　株式交付費 342 ― ― 342 325 114 16

　社債発行費 ― 12 ― 12 0 0 11

繰延資産計 342 12 ― 354 326 114 28

(注) １　無形固定資産の償却は、定額法によっております。

２　無形固定資産の金額が、資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減

少額」の記載を省略しております。
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【引当金明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金　　　　　　(注) 66 50 35 8 73

工事損失引当金 4 16 4 ― 16

(注)　貸倒引当金当期減少額の「その他」は、当社繰入基準による洗い替え額等であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 資産の部

(イ) 現金預金

 

区分 金額(百万円)

現金   1  

預金 当座預金     321  

  普通預金     2,645  

  定期預金     5  

  計   2,972  

合計   2,973  

 

(ロ) 受取手形

(a) 相手先別内訳

 

相手先 金額(百万円)

飛島株式会社 64 

西松建設株式会社 28 

しなの産業株式会社 26 

株式会社伏光組 26 

株式会社石井組 24 

その他 343 

計 513 

 

(b) 決済月別内訳

 

決済月 金額(百万円)

平成20年６月 206 

  ７月 161 

  ８月 89 

  ９月 50 

  10月 5  

計 513 
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(ハ) 完成工事未収入金

(a) 相手先別内訳

 

相手先 金額(百万円)

中日本高速道路株式会社 323 

福岡県 153 

西日本高速道路株式会社 108 

株式会社竹中土木 102 

愛知郡広域行政組合 93 

その他 1,020 

計 1,801 

 

(b) 滞留状況

 

発生時 金額(百万円)

平成20年５月期　　計上額 1,783 

平成19年５月期　　計上額 17 

計 1,801 

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記計上額には消費税等が含まれております。

 

(ニ) 未成工事支出金

 
期首残高
(百万円)

当期支出額
(百万円)

完成工事原価への振替額
(百万円)

期末残高
(百万円)

733 9,978 10,448 262

(注)　期末残高の内訳は次の通りであります。

  材料費   20
百万円

 

  労務費   0    

  外注費   132   

  経費   108   

  計 262   
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(ホ) 販売用不動産

 

区分 金額(百万円)

建物・構築物 318 

土地 2,923 

その他 108 

計 3,350 

(注)　土地の内訳は次の通りであります。

  関東地区 2
千㎡

2,843
百万円

  中国・四国地区 8   79 

  計 10   2,923 

 

(ヘ) 関係会社株式

 

銘　　　柄 貸借対照表計上額(百万円)

日本建設株式会社 1,855  

台灣機動建設工程股?有限公司 109  

国際エンジニアリング株式会社 60  

株式会社機動技研 21  

その他 10  

計 2,056  

 

② 負債の部

(イ) 支払手形

(a) 相手先別内訳

 

相手先 金額(百万円)

扶桑建設工業株式会社 63 

伊藤忠建機株式会社 61 

有働建設株式会社 48 

ヤスダエンジニアリング株式会社 41 

株式会社ソーキ 39 

その他 1,636 

計 1,890 
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(b) 決済月別内訳

 

決済月 金額(百万円)

平成20年６月 567 

  ７月 375 

  ８月 326 

  ９月 314 

  10月 178 

  11月 128 

計 1,890 

 

(ロ) 工事未払金

 

相手先 金額(百万円)

株式会社加藤建設 127 

コサカ建材株式会社 50 

東邦ヒューム管株式会社 31 

株式会社進興 29 

簑原重工株式会社 29 

その他 1,050 

計 1,318 

 

(ハ) 短期借入金

 

相手先 金額(百万円)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 300 

株式会社みずほ銀行 800 

住友信託銀行株式会社 100 

株式会社十六銀行 50 

株式会社西日本シティ銀行 320 

株式会社横浜銀行 312 

計 1,882 

 

(ニ) 未成工事受入金

 
期首残高
(百万円)

当期受入額
(百万円)

完成工事高への振替額
(百万円)

期末残高
(百万円)

455 9,573 9,119 909
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(ホ) 社債

 

区分 金額(百万円)

第20回無担保社債
180
( 180)

 

第21回無担保社債
300
( 60)

 

第22回無担保社債
300
( ―)

 

計
780
(240)

 

(注)　１　金額のうち( )内の金額は内書きで、一年以内に償還期日が到来するため、貸借対照表においては流動負

債「一年以内償還予定社債」として区分掲記しております。

　２　発行年月、利率等については、「第５経理の状況　１連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　⑤連結附属明細

表　社債明細表」に記載しております。

 

(ヘ) 長期借入金

 

相手先 金額(百万円)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
80
( 80)

 

株式会社三井住友銀行
48
( 48)

 

株式会社りそな銀行
1
( 1)

 

株式会社十六銀行
420
( 420)

 

中國信託商業銀行
627
( 32)

 

計
1,177
( 581)

 

(注)　金額のうち( )内の金額は内書きで、一年以内に返済期日が到来するため、貸借対照表においては流動負債

「一年以内返済予定長期借入金」として区分掲記しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ６月１日から５月31日

定時株主総会 ８月中

基準日(注)１ ―

株券の種類 10,000株券、1,000株券

剰余金の配当の基準日
11月30日
５月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

　　取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社

　　取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

株券喪失登録  

　　株券喪失登録申請料 １件につき10,000円

　　株券登録料 １枚につき500円

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法(注)２

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、電子公告を行うことができない事故
その他のやむ得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとお
りです。http://www.kidoh.co.jp/

株主に対する特典 なし

(注)　１ 株式移転による株式移転設立完全親会社の設立日（平成20年７月１日）に、当社の株主は、株式移転完

全設立親会社である「日本インテグランドホールディングス株式会社」１社となることから、基準日に

関する規定はその必要性を失うため、平成20年４月25日開催の臨時株主総会において、基準日を廃止する

こととし、定款に定めていた基準日に関する規定を削除することを決議いたしました。従いまして、当社

の平成20年５月31日に終了する事業年度に係る定時株主総会において議決権を行使することができる株

主は「日本インテグランドホールディングス株式会社」１社となります。

２ 平成20年７月１日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりと

まります。

   当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、電子公告を行うことができない事故その他のやむ得な
い事由が生じたときは、官報に掲載して公告する。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。

http://www.kidoh.co.jp/
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第７ 【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において、近畿財務局長に提出した金融商

品取引法第25条第１項各号に掲げる書類は、次のとおりであります。

 

(1) 有価証券報告書
　　及びその添付書類
 

(
 

事業年度
(第65期)

自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日　)

平成19年８月27日提出

(2) 有価証券報告書の
　　訂正報告書

(
 

事業年度
(第65期)

自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日　)

平成19年９月12日提出

上記(1)の有価証券報告書の訂正報告書であります。
 

(3) 臨時報告書       平成19年９月14日提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第18号（連結子会社の債権の取立不能又は取立遅延のお
それの発生）に基づく臨時報告書であります。

 

(4) 自己株券買付状況報告書
(
  報告期間

自　平成19年10月１日
至　平成19年10月31日　)

平成19年11月１日提出

(5) 自己株券買付状況報告書
(
  報告期間

自　平成19年９月１日
至　平成19年９月30日　)

平成19年11月15日提出

(6) 自己株券買付状況報告書
(
  報告期間

自　平成19年11月１日
至　平成19年11月30日　)

平成19年12月３日提出

(7) 自己株券買付状況報告書
(
  報告期間

自　平成19年12月１日
至　平成19年12月31日　)

平成20年１月７日提出

(8) 自己株券買付状況報告書
(
  報告期間

自　平成20年１月１日
至　平成20年１月31日　)

平成20年２月１日提出

(9) 半期報告書
 

(
  (第66期中)

自　平成19年６月１日
至　平成19年11月30日　)

平成20年２月15日提出

(10) 臨時報告書       平成20年２月22日提出

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３（株
式移転）に基づく臨時報告書であります。

 

(11) 自己株券買付状況報告書
(
  報告期間

自　平成20年２月１日
至　平成20年２月29日　)

平成20年３月３日提出

(12) 自己株券買付状況報告書
(
  報告期間

自　平成20年３月１日
至　平成20年３月31日　)

平成20年４月１日提出

(13) 自己株券買付状況報告書
(
  報告期間

自　平成20年４月１日
至　平成20年４月30日　)

平成20年５月１日提出

(14) 自己株券買付状況報告書
(
  報告期間

自　平成20年５月１日
至　平成20年５月31日　)

平成20年６月４日提出

(15) 臨時報告書       平成20年７月１日提出

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４
号（親会社及び主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。

 

(16) 臨時報告書       平成20年７月１日提出

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（吸収分
割）に基づく臨時報告書であります。

 

EDINET提出書類

機動建設工業株式会社(E00274)

有価証券報告書

105/111



 

(17) 臨時報告書の訂正報告書       平成20年７月４日提出

上記(15)の臨時報告書の訂正報告書であります。
 

(18) 臨時報告書の訂正報告書       平成20年７月４日提出

上記(16)の臨時報告書の訂正報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成19年８月24日

機動建設工業株式会社

取締役会　御中

神明監査法人

代表社員

業務執行社員
  公認会計士 赤　松　秀　世　㊞

代表社員

業務執行社員
  公認会計士 井　上　秀　夫　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている機動建設工業株式会社の平成18年６月１日から平成19年５月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、機動建設工業株式会社及び連結子会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

　追記情報

  「会計処理の変更」に記載されているとおり、会計基準の改正による変更があった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上　　

※　上記は、独立監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価

証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成20年８月22日

機動建設工業株式会社

取締役会　御中

神明監査法人

代表社員

業務執行社員
  公認会計士 赤　松　秀　世　㊞

代表社員

業務執行社員
  公認会計士 井　上　秀　夫　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている機動建設工業株式会社の平成19年６月１日から平成20年５月31日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、機動建設工業株式会社及び連結子会社の平成20年５月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上　　

※　上記は、独立監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価

証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成19年８月24日

機動建設工業株式会社

取締役会　御中

神明監査法人

代表社員

業務執行社員
  公認会計士 赤　松　秀　世　㊞

代表社員

業務執行社員
  公認会計士 井　上　秀　夫　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている機動建設工業株式会社の平成18年６月１日から平成19年５月31日までの第65期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、機動建設工業株式会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　追記情報

「会計処理の変更」に記載されているとおり、会計基準の改正による変更があった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上　　

※　上記は、独立監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価

証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成20年８月22日

機動建設工業株式会社

取締役会　御中

神明監査法人

代表社員

業務執行社員
  公認会計士 赤　松　秀　世　㊞

代表社員

業務執行社員
  公認会計士 井　上　秀　夫　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている機動建設工業株式会社の平成19年６月１日から平成20年５月31日までの第66期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、機動建設工業株式会社の平成20年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上　　

※　上記は、独立監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価

証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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